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決算特別委員長 土居 昌弘

１ 日 時

令和２年１０月１２日（月） 午前１０時００分から

午後 ２時５５分まで

２ 場 所

本会議場

３ 出席した委員の氏名

土居昌弘、森誠一、志村学、清田哲也、阿部長夫、衛藤博昭、鴛海豊、三浦正臣、

嶋幸一、阿部英仁、浦野英樹、木田昇、藤田正道、馬場林、尾島保彦、玉田輝義、

平岩純子、河野成司、猿渡久子、末宗秀雄

４ 欠席した委員の氏名

御手洗吉生

５ 出席した委員外議員の氏名

大友栄二、井上明夫、守永信幸、戸高賢史、堤栄三

６ 出席した執行部関係者の職・氏名

生活環境部長 髙橋基典、教育長 工藤利明 ほか関係者

７ 会議に付した事件の件名

別紙次第のとおり

８ 会議の概要及び結果

（１）第９９号議案令和元年度大分県一般会計歳入歳出決算の認定について審査を行った。

詳細については、別紙「会議の概要及び結果」のとおり。

９ その他必要な事項

な し

１０ 担当書記

議事課委員会班 副主幹 白岩賢一

議事課委員会班 課長補佐（総括） 冨高徳己

議事課委員会班 副主幹 矢野順子

議事課議事調整班 主査 吉野美穂



決算特別委員会次第

日時：令和２年１０月１２日（月）１０：００～

場所：本会議場

１ 開 会

２ 部局別決算審査

（１）生活環境部

①決算説明

②質疑・応答

③内部協議

（２）教育委員会

①決算説明

②質疑・応答

③内部協議

３ その他

４ 閉 会
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別 紙

会議の概要及び結果

土居委員長 ただいまから、本日の委員会を開

きます。

この際、付託された議案を一括議題とし、こ

れより審査に入ります。

本日は、生活環境部及び教育委員会の部局別

審査を行います。

これより、生活環境部関係の審査に入ります。

執行部の説明は、要請した時間の範囲内とな

るよう要点を簡潔・明瞭にお願いします。

それでは、生活環境部長及び関係課室長の説

明を求めます。

髙橋生活環境部長 それでは、初めに昨年度の

決算特別委員会において御指摘のあった案件に

ついて、措置状況を御報告します。

平成３０年度決算特別委員会審査報告書に対

する措置状況報告書の１３ページを御覧くださ

い。（３）個別事項についての③産業廃棄物処

理対策についてです。

県内の最終処分場については、この５月に新

たに１事業者に設置を許可したところであり、

今後は今年度見直し予定の大分県廃棄物処理計

画において諸課題の対応策を検討するとともに、

事業者による産業廃棄物の排出抑制やリサイク

ル促進の取組を支援する循環社会推進加速化事

業などの実施により、残余容量の確保に努めて

いきます。

また、産業廃棄物監視員による立入調査や地

下水の水質検査等による産業廃棄物処理施設へ

の監視指導を徹底するとともに、必要に応じて

周辺環境の影響調査を行い、引き続き産業廃棄

物の適正処理の確保に取り組んでいきます。

さらに、最終処分場を設置しようとする事業

者は、大分県産業廃棄物の適正な処理に関する

条例の規定に基づき、事前に関係住民に対し説

明会を開催することとなっていることから、本

条例に基づく手続等を通じて、住民の不安解消

・不信感の除去に努めていきます。

続いて１４ページをお願いします。④動物愛

護協働推進事業についてです。

まず、資料に誤記があったので訂正します。

措置結果の冒頭、猫の引取頭数との記述は、

猫の処分頭数の誤りです。

措置状況ですが、令和元年度の猫の処分頭数

は２，１３４頭で、平成３０年度の１，６４６

頭から増加しました。これは開設した動物愛護

センターへの県民の期待から、持込みが増えた

ためだと思われます。

猫の殺処分頭数については、増加したものの、

譲渡頭数が前年度と比較し、約５０％増加した

ことから殺処分率は約１０％の減少となってい

ます。今年度の動物愛護センターでの猫の譲渡

頭数は、７月までで前年の約３倍と増加してお

り、引き続き動物愛護教育など、適正飼養につ

いて啓発を行っていきます。

猫不妊去勢手術補助事業については、市町村

に事業化の働きかけを行った結果、令和元年度

は新たに竹田市が事業を開始することとなりま

した。

また、当面の取組として、動物愛護センター

において無料の不妊去勢手術を新たに開始しま

した。これは市町村が窓口となり、地域ボラン

ティア等が捕獲した飼い主のいない猫を動物愛

護センターに持ち込み、手術後は地域に返すも

のです。

今後はこの取組を周知し、地域住民と市町村

との連携を図り、県内各地で補助事業を実施で

きる環境づくりを促進していきます。

次に、生活環境部の全般的な決算内容につい

て御説明します。

令和元年度一般会計及び特別会計決算事業別

説明書の１０７ページをお開きください。令和

元年度歳出決算総括表です。

決算の総額ですが、表の一番下の欄の歳出合

計を御覧ください。予算現額１１７億１，１６

８万円に対して、支出済額が１１４億１０４万

２，７６２円、翌年度繰越額が１億７，５２６

万１千円、不用額が１億３，５３７万６，２３

８円となっているので、予算現額と支出済額と
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の比較は、３億１，０６３万７，２３８円とな

っています。

決算全般事項については以上です。

続いて、令和元年度における主要な施策の成

果について、生活環境部関係の主要な事業を御

説明します。

お手元の資料の大分県長期総合計画の実施状

況について、主要な施策の成果（事務事業評

価）（令和元年度実績）５８ページをお開きく

ださい。一番下のおおいたジオパーク推進事業

です。

事業概要や主な事業内容ですが、本事業は県

内ジオパークの魅力を発信するとともに、地元

自治体が行う受入体制の整備等を支援するもの

です。昨年度は、日本ジオパーク全国大会や、

県内県外交流研修等を開催しました。

事業の成果や今後の方針ですが、地元ガイド

や観光関係者等が中心となって、新たなジオツ

アーが企画されるなど、受入体制の整備が進ん

だことにより目標を上回っています。令和３年

度のジオパーク再認定に向けて、引き続き来訪

者に対する受入体制の整備や調査研究成果の共

有など、課題の改善に向けた支援を進めていき

ます。

次に、６４ページをお開きください。一番下

の海岸漂着物地域対策推進事業です。

事業概要や主な事業内容ですが、本事業は海

岸の景観や環境を保全するため、プラスチック

や流木等の海岸漂着ごみの回収・処分を行うも

のです。県の委託事業による海岸漂着物の回収

や、市町村に対する補助を実施しました。

事業の成果や今後の方針ですが、災害起因の

漂着物撤去を除く、恒常的な海岸環境保全を目

的とした事業実施により目標を達成しています。

災害時の迅速な対応に努めるとともに、内陸部

の住民も巻き込んだ恒常的な海岸保全活動の取

組も進めていきます。

次に、６８ページを御覧ください。一番上の

気候変動対策推進事業です。

事業概要や主な事業内容ですが、本事業はＣ

Ｏ２削減に向け、家庭・業務・運輸部門への対

策と、気候変動の影響への適応策を推進するも

のです。事業所や家庭向け省エネ診断やエコド

ライブの普及など運輸部門のＣＯ２削減対策と

あわせ、気候変動の影響についての県民向けパ

ンフレットを作成しました。

事業の成果や今後の方針ですが、ＣＯ２オフ

セットトライや、県民総参加のうつくし作戦な

ど温暖化防止に向けた多くの県民の取組もある

一方で、温暖化の影響により、真夏日が増加し

ており、冷房の使用機会が増えたことなどが影

響し、目標は達成できませんでした。地球温暖

化対策地域協議会や地球温暖化防止活動推進員

と連携したさらなる啓発活動により、取組を着

実に実施するとともに、地球温暖化の影響に対

しての適応策についても取組を進めていきます。

次に、９０ページを御覧ください。３番目の

おおいたＨＡＣＣＰトータル支援事業です。

事業概要や主な事業内容ですが、本事業は食

の安全・安心を確保するための国際的衛生管理

手法であるＨＡＣＣＰの導入・定着に向け支援

を行うものです。ワークショップ型のセミナー

による衛生管理計画の作成支援や個別指導等を

実施しました。

事業成果や今後の方針ですが、セミナーの参

加者に対し、その場で衛生管理計画の作成を支

援するなどの取組を進めたことで、ＨＡＣＣＰ

を導入した事業者数は目標を上回りました。今

年はコロナの影響により講習会が思うように開

催できない状況もありましたが、今後は、３密

を避けるため、少人数のセミナー開催や個別指

導を行うとともに、インターネットを利用した

システムの活用により、令和３年６月までに県

内全ての食品取扱事業者へのＨＡＣＣＰの導入

を進めていきます。

次に、９９ページを御覧ください。一番上の

女性に対する暴力防止推進事業です。

事業概要や主な事業内容ですが、本事業はＤ

Ｖ・性暴力などの女性に対する暴力をなくすた

め、啓発や研修、被害者の方への中長期的な支

援を行うものです。性犯罪・性暴力対策ワンス

トップ支援センターの運営や、民間シェルター

等への財政支援を実施しました。

事業の成果や今後の方針ですが、被害者支援
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に携わる人材育成を行うためのＤＶ・性暴力相

談員等研修参加者数は目標を上回りました。切

れ目のない支援を実施するため、民間団体も含

めた関係機関との連携強化とともに、社会的に

弱い立場の方々に寄り添い解決につなげるため、

相談しやすい体制づくりを進めていきます。

次に、１２８ページを御覧ください。２番目

の市町村避難所運営等支援事業です。

事業概要や主な事業内容ですが、本事業は迅

速かつ的確な避難者支援及び住民主体の避難所

運営を実現するため、避難所運営体験訓練を通

じて、マニュアルの作成や運営の核となるリー

ダー育成を推進するものです。

事業の成果や今後の方針ですが、市町村避難

所運営マニュアルについては現在全ての市町村

で策定済みですが、昨年度中は１７団体で策定

しました。

今後とも、さらなる地域防災力の強化に向け

て、引き続き市町村と連携し、避難所運営能力

の向上に向けた取組を進めていきます。

一番下の地震・津波等防災・減災対策推進事

業です。

事業概要や主な事業内容ですが、本事業は県

民の安全・安心の確保を図るため、市町村や自

主防災組織が行う地域の防災活動や避難所の機

能強化等に要する経費に対して支援するもので

す。

事業の成果や今後の方針ですが、市町村を直

接訪問して事業の活用促進を図ることにより、

１２市町が本事業を活用した防災訓練や資機材

の整備実施につながり、目標を達成となりまし

た。

引き続き、市町村訪問を行うとともに、市町

村が実施する防災・減災対策におけるニーズを

捉えながら補助対象経費等の検討を行うなどよ

り一層の活用促進を図っていきます。

次に、２３２ページを御覧ください。女性の

活躍推進事業です。

事業概要や主な事業内容ですが、本事業は女

性の活躍を図るため、経済団体等と連携し企業

に対して登用促進や働きやすい環境づくり等に

取り組むものです。そのため、企業へのコンサ

ルタントの派遣やトップセミナーなどを開催し、

女性の活躍推進に取り組みました。

事業の成果や今後の方針ですが、コンサルタ

ントの派遣や優良事例等の紹介を通じて、女性

の活躍推進に対する企業の意識・意欲が向上し、

女性の活躍を宣言する企業が増加し目標を上回

りました。

県では、昨年度末に女性の活躍に向け女性が

輝くおおいたアクションプランを新たに作成し

ました。推進体制として、官民から成る女性が

輝くおおいた推進会議で業界ごとの課題を分析

し、実効性のある施策展開となるよう引き続き

取り組んでいきます。

次に、２７８ページを御覧ください。一番下

の私立学校ＩＣＴ教育環境整備促進事業です。

事業概要や主な事業内容ですが、本事業は私

立学校のＩＣＴ教育環境整備を促進するため、

学校法人が行うＩＣＴ機器の整備に要する経費

に対し助成するものです。

事業の成果や今後の方針ですが、平成２９年

度から令和元年度までの３か年事業として、国

庫補助に対する県費の上乗せ補助を行い、電子

黒板等の整備を進めたことにより、目標を達成

しました。

今回のコロナ禍でも改めてＷｅｂ教育の重要

性は認識されたところです。令和２年度予算に

おいても私立学校へのタブレット導入支援を進

めています。引き続きその活用能力の向上も含

め、私立学校のＩＣＴ教育の支援を進めていき

ます。

続いて、令和元年度の行政監査の結果の概要

について御説明します。

お手元の資料、令和元年度行政監査・包括外

部監査の結果の概要の１ページをお開きくださ

い。

令和元年度行政監査結果の概要については、

決算特別委員会初日に総務部長から御説明しま

した。

行政監査及び包括外部監査については、当部

は該当ありませんでした。

私からの説明は以上です。その他の事業につ

いては各課室長から説明しますので、よろしく
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お願いします。

河野生活環境企画課長 それでは、生活環境部

関係の歳入決算額の予算に対する増減額や不用

額及び収入未済額について、お手元の資料、決

算附属調書により、生活環境企画課から一括し

て御説明します。

なお、歳出の事業別決算額の主なものについ

ては、お手元の一般会計及び特別会計決算事業

別説明書により、各課から順次御説明します。

まず、歳入決算額の予算に対する増減額につ

いて、決算附属調書の３ページをお願いします。

表中の左、科目欄一番上の手数料一つ目、保

健環境手数料の増収となったものの衛生免許試

験その他手数料２９２万２，５４０円です。

これは、産業廃棄物関連の許可申請件数が見

込みを上回ったことによるものです。

次に、科目欄の国庫負担金の三つ目、教育費

国庫負担金の減収となったものの二つ目、高等

学校等就学支援金負担金３４４万７，８７３円

については、私立高等学校等就学支援事業費が

見込みを下回ったことによるものです。

次に、４ページをお願いします。科目欄二つ

目、保健環境費国庫補助金のうち、減収となっ

たものの次のページ一番上、自然環境整備交付

金５，３８７万９千円については、久住山避難

小屋整備工事等の令和２年度への繰越明許等に

よるものです。

次に、７ページをお願いします。教育費国庫

補助金のうち、増収となったものの一つ目、私

立学校運営費補助金６８５万８千円については、

国の交付額が見込みを上回ったことによるもの

です。

次に、１０ページをお願いします。科目欄の

基金繰入金のうち、下から五つ目の産業廃棄物

税基金繰入金２，０４３万１，０７４円につい

ては、産業廃棄物処理施設等監視指導事業費で

実施した、不法投棄防止に必要なフェンス設置

工事の入札残等により見込みを下回ったため、

取崩し額が減少したものです。

次に、１２ページをお願いします。科目欄の

一番上、受託事業収入の二つ目、その他受託事

業収入の増収となったもののうち衛生試験検査

事業分２５１万８，４００円は、衛生環境研究

センタ－で行う各種試験検査業務の受託件数が

見込みを上回ったことによるものです。

次に、不用額の主なものについて御説明しま

す。

１６ページをお願いします。表中左の科目欄

一番上の防災総務費３，４４７万６，５１６円

は、地震・津波等防災・減災対策推進事業費の

市町村からの補助金の申請が見込みを下回った

ことによるもの、科目欄の中ほど、児童福祉費

のうち四つ目、女性青少年対策費７７７万２，

５９１円は、女性に対する暴力防止推進事業費

の委託料等が見込みを下回ったことによるもの

です。

次に、１７ページをお願いします。科目欄の

中段、薬務生活衛生費のうち、一つ目の薬務生

活衛生総務費２５８万８，５７６円は、小規模

給水施設水源確保等支援事業費での市町村に対

する補助金が見込みを下回ったことによるもの、

環境保全費のうち、二つ目の環境整備指導費２，

６９２万１，９０８円は、廃棄物不法投棄防止

対策事業費での不法投棄廃棄物の撤去費用等に

対する補助金などが見込みを下回ったことによ

るものです。

次に、収入未済額の主なものについて御説明

します。

２４ページをお願いします。科目欄の雑入に

係る収入未済額として、次のページ課名欄一つ

目、循環社会推進課分２億１，４５８万９，４

０３円です。

これは、日出町真那井の産廃処分場、竹田市

直入町の廃プラスチック撤去及び杵築市日野の

産廃処分場に係る行政代執行経費の残額並びに

環境保全協力金の未収額です。事業者の支払能

力不足等により収入未済となっているものです。

今後も引き続き事業者の収入状況を注視しな

がら、鋭意代執行経費の返済を求めるとともに、

環境保全協力金についても、厳しく納付を求め

ていきます。

決算附属調書による生活環境部関係について

の説明は以上です。

お手元の令和元年度一般会計及び特別会計決
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算事業別説明書をお願いします。

生活環境企画課関係について御説明します。

１０９ぺージをお開きください。第６目交通

対策費の一つ目、おこさず・あわず・事故ゼロ

運動推進事業費決算額５７０万３，５５１円で

す。

この事業は、交通事故のない安全で安心な社

会の実現に向け、県民総ぐるみ運動として四季

の交通安全運動を実施するとともに、企業や学

校などの各種研修会に交通安全教育講師を１０

４回派遣し、７，２１８人に対して、交通安全

思想の啓発を行ったものです。

１１１ページをお願いします。第６目衛生環

境研究センター費の事業説明欄の二つ目、運営

費決算額１億２，２００万５，７６６円です。

この事業は、センターの運営及び残留農薬や

感染症などの保健衛生並びに水質やＰＭ２．５

などの環境保全に関する試験検査に要した経費

です。

都甲うつくし作戦推進課長 うつくし作戦推進

課関係について御説明します。

１１３ぺージをお願いします。第２目公害対

策費の上から二つ目、ＣＯ２オフセットトライ

事業費決算額８７０万１，１１５円です。

この事業は、ラグビーワールドカップ大分開

催で発生するＣＯ２排出量を県民総参加の省エ

ネ行動により削減する取組に要した経費です。

省エネチェックシートを活用し、エアコンの

温度設定など分かりやすい取組を示すことで、

多くの県民に参加いただき、目標を上回る１万

２，１９１トンのＣＯ２を削減しました。

同じく１１３ぺージをお願いします。第２目

公害対策費の上から四つ目、未来の環境を守る

人づくり事業費決算額１，９０６万５２９円で

す。

この事業は、県民の環境意識を高め、主体的

に行動することができる人づくりを行う環境教

育に関する取組に要した経費です。

まず、環境教育アドバイザーは、１６５回の

講師派遣で、８，６９６名に受講いただきまし

た。また、子ども向けの事業として、おおいた

こども探検団推進事業は、１２のＮＰＯ団体等

に取り組んでいただいたほか、幼児向け環境劇

は、３７か所の幼稚園等で巡回講演を行いまし

た。

橋本自然保護推進室長 自然保護推進室関係に

ついて御説明します。

１１４ぺージをお願いします。第４目自然保

護費の四つ目、国立公園等施設整備事業費決算

額１億８，３７３万２，９５５円です。

この事業は、国立公園の登山道や避難小屋等

の施設整備を行い、利用者の利便性・安全性の

向上を図ったものです。

１１５ページをお願いします。第５目温泉費

の一つ目、温泉資源適正利用推進事業費決算額

１億９７０万１，６９６円です。

この事業は、別府市と共同で別府市の温泉現

況調査を行ったほか、継続的なモニタリング実

施のため、泉源に圧力、温度等を自動計測する

計器を設置した経費です。

佐藤県民生活・男女共同参画課長 県民生活・

男女共同参画課関係について御説明します。

１１７ぺージをお願いします。第２目企画調

査費の上から五つ目、災害ボランティアセンタ

ー運営支援事業費決算額４６３万４，３７５円

です。

この事業は、県内で大規模災害が発生した際

に、被災地で災害ボランティアセンターを設置

・運営する人材を育成するため、リーダー養成

やスタッフ向け研修会等の実施に要した経費で

す。

１１８ページをお願いします。第４目消費生

活県民費の上から二つ目、消費生活安全・安心

推進事業費決算額４，２４８万６，５３６円で

す。

この事業は、県民の消費生活の安全・安心の

確保を図るため、相談体制の充実やライフステ

ージに応じた消費者教育・啓発の推進に要した

経費です。

河野私学振興・青少年課長 私学振興・青少年

課関係について御説明します。

１２１ページをお願いします。第８目文教費

の一つ目、私学振興費決算額３５億９，５９４

万１，８５６円です。
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これは、私立学校の教育条件の向上と経営の

健全性確保等を図るため、学校法人等に対し運

営費等を助成したものです。

二つ目、私立高等学校授業料減免補助事業費

決算額２億３，９９６万５，０５０円です。

これは、国の就学支援金の給付後も授業料負

担の残る、私立高校生の保護者の経済的負担を

軽減するため、授業料減免を行う学校法人に対

し助成したものです。

一番下の私立高等学校等就学支援事業費決算

額１４億７，９９１万８，４４７円です。

これは、家庭の経済的負担を軽減し、修学の

意志ある高校生等が教育を受ける機会を確保す

るため、私立高校生等に対して国公立高校の授

業料相当額を助成するとともに、低所得世帯に

対しては増額して助成したものです。

樫山食品・生活衛生課長 食品・生活衛生課関

係について御説明します。

１２３ぺージをお願いします。第３目食品衛

生指導費の三つ目、食の安全・安心推進事業費

決算額５６４万１，６９６円です。

この事業は、食品による健康被害を防止し、

食の安全・安心を確保するため、食品表示講習

会の開催など食の安全に係るリスクの正確な周

知、ラグビーワールドカップ２０１９の開催に

向けた事業者の自主的な衛生管理の推進に要し

た経費です。

次に、１２４ページをお願いします。第４目

環境衛生監視費の二つ目、民泊の安全・安心確

保事業費決算額５７２万９，１２４円です。

この事業は、民泊利用者及び周辺住民の安全

と安心を確保するため、民泊監視員を設置し、

住宅宿泊事業法に基づいた事業者への立入調査

や指導の実施に要した経費です。

芦刈環境保全課長 環境保全課関係について御

説明します。

１２６ページをお願いします。第２目公害対

策費の一つ目、水質保全対策事業費決算額３，

１９８万１，３９６円です。

これは、水質汚濁の防止を図るため、県が管

理する河川や沿岸海域などの公共用水域及び地

下水の水質汚濁状況を監視するとともに、水質

汚濁防止法及び瀬戸内海環境保全特別措置法に

基づく、工場・事業場に対する監視指導などに

要した経費です。

１２８ページをお願いします。第１目薬務生

活衛生総務費の一つ目、小規模給水施設水源確

保等支援事業費決算額２，６１７万５千円です。

これは、公営水道の整備が困難な小規模集落

などの水問題を解決するため、中長期計画を作

成し積極的に給水施設整備に取り組む市町村に

対し支援を行ったものです。

御沓循環社会推進課長 循環社会推進課関係に

ついて御説明します。

１３０ページをお願いします。第３目環境整

備指導費の二つ目、産業廃棄物処理施設等監視

指導事業費決算額３，６３９万６，９６５円で

す。

この事業は、県下５ブロックに配置した産業

廃棄物監視員が処理施設等を巡回監視するため

に要した経費や、最終処分場における水質検査

・処理事業者への立入検査等に要した経費です。

同じく１３０ぺージをお願いします。第３目

環境整備指導費の三つ目、廃棄物不法投棄防止

対策事業費決算額７，４４９万７，５５６円で

す。

この事業は、不法投棄廃棄物の撤去や不法投

棄防止用フェンスの設置など不法投棄の再発防

止対策及び市町村が実施する監視や啓発活動の

支援に要した経費です。

安藤審議監兼人権尊重・部落差別解消推進課長

人権尊重・部落差別解消推進課関係について

御説明します。

１３２ぺージをお願いします。第１目社会福

祉総務費の下から二つ目、人権啓発環境整備事

業費決算額２９８万４，１６６円です。

この事業は、効果的かつ体系的な人権教育・

啓発を行うための基盤整備として、人権啓発講

師等の人材の育成や啓発資料の作成・購入等に

要した経費です。

一番下、人権施策推進事業費決算額２８９万

７，９８９円です。

この事業は、様々な人権問題に総合的に対応

するため、大分県人権尊重社会づくり推進条例



- 7 -

に基づく人権施策の推進に要した経費で、大分

県人権尊重社会づくり推進審議会の運営、企業

・団体が行う人権研修の普及に向けた支援等に

要した費用です。

首藤防災対策企画課長 防災対策企画課関係に

ついて御説明します。

１３４ぺージをお願いします。第１目防災総

務費の下から三つ目、災害対策本部等機能強化

事業費決算額６億２，７５９万２，８４０円で

す。

この事業は、大規模災害時において、災害対

策本部等が効果的に機能し、応急対策業務を迅

速かつ効果的に実施できるよう機能強化するた

め、災害対策本部等の移転工事に要した経費で

す。なお、防災センターと防災局については昨

年５月に、災害対策本部会議室については今年

３月に移転しています。

１３５ぺージをお願いします。一番上の防災

意識向上疑似体験啓発事業費決算額１，８２３

万６，３９３円です。

この事業は、県民の防災意識の向上や地域に

おける防災教育の強化を図るため、災害を疑似

体験できる防災ＶＲ映像の制作及び地震体験車

を活用した普及啓発に要した経費です。

防災ＶＲ映像については、地震編、津波編、

土砂災害編の三つを制作し、現在、当課及び各

振興局において、自治会や学校等を対象に、Ｖ

Ｒ映像を視聴するためのヘッドマウントディス

プレイを貸し出しています。

後藤危機管理室長 危機管理室関係について御

説明します。

１３３ぺージをお願いします。第１目防災総

務費の一番下、防災行政無線等管理費決算額１

億１，７３１万７，５６０円です。

この事業は、災害時等における通信連絡手段

を確保するため、県庁・振興局等に整備した無

線局の維持管理や防災センター等の保守管理、

運営に要した経費です。

１３４ページをお願いします。上から三つ目、

国民保護対策事業費決算額１８４万８，９８５

円です。

これは、武力攻撃等が発生した場合、国民保

護法に基づき、県民の避難、救援等の国民保護

措置を迅速に実施できるよう、関係機関の連携

強化による初動対処能力の向上を図るため、国

と共同で実施した国民保護図上訓練等に要した

経費です。

大城消防保安室長 消防保安室関係について御

説明します。

１３６ぺージをお願いします。第２目消防指

導費の上から二つ目、県内消防本部連携強化支

援事業費決算額１，０７４万８千円です。

この事業は、１１９番通報に係る消防指令業

務の共同運用について、整備費用や運用に必要

な人員等を試算・検証する調査を実施し、県内

消防本部の連携・協力体制の強化を支援するこ

とに要した経費です。

その下、第３目消防学校費の上から二つ目、

消防学校教育力強化事業費決算額３，５８５万

８，１６０円です。

この事業は、消防職員が安全・迅速・的確に

救急救命等の活動を行えるよう、訓練資機材を

充実させるとともに、消防学校の教育訓練内容

を座学中心から実技中心へ見直し、消防学校の

教育力を強化することに要した経費です。

土居委員長 以上で、説明は終わりました。

これより質疑に入ります。

執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し、私から指名を受けた後、自席で起立の上、

マイクを使用し簡潔・明瞭に答弁願います。

事前通告が５名の委員から出されているので、

まず事前通告のあった委員の質疑から始めます。

猿渡委員 事業説明書１１１ページ、衛生環境

研究センター費の内容について質疑をします。

まず一つ目に、衛生環境研究センターのＰＣ

Ｒ検査を担当する職員について、新型コロナウ

イルスの感染発生前と以降の長時間労働の状況

はどのようになっているか説明してください。

二つ目に、衛生環境研究センターの主な日常

業務、幅広くいろいろな業務があると思います

が、その業務について簡単で結構ですので御説

明ください。多岐にわたる業務に支障がないの

かをお聞きします。

三つ目には、全国的に近年、調査研究業務が
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縮小され、最低限必要な試験検査に重点化され

る傾向があるようですが、厚生労働省の調査に

よると、調査研究業務に伴う論文発表の総数は

研究所によって大きなばらつきがあるという資

料もあります。大分県の状況はどうですか。

そして、４点目に職員数についてです。１０

年前の職員数と現在の職員数について教えてく

ださい。

河野生活環境企画課長 それでは、私から衛生

環境研究センター費に係る４点の質問にお答え

します。

まず、１点目は衛生環境研究センターの超過

勤務の状況についてです。

同センターでＰＣＲ検査を担う担当職員の超

過勤務時間は、感染者発生前の２月は１人当た

り２１．６時間でした。３月は大分医療センタ

ーでクラスターが発生したことから１人当たり

７２．８時間でしたが、３月から８月までを平

均すると１人当たり３５．４時間となっており、

発生前の２月と比較すると１３．８時間の増と

なっています。

次に２点目、衛生環境研究センターの主な日

常業務についてお答えします。

衛生環境研究センターには、化学、微生物、

大気・特定化学物質及び水質の四つの担当があ

ります。化学担当では、県の年間計画に基づき

保健所が収去した食品について残留農薬、動物

用医薬品、食品添加物などの試験検査を行うほ

か、フグ毒、貝毒などの自然毒、医薬品や家庭

用品に関する試験検査などを実施しています。

微生物担当では、感染症、食中毒における細

菌、ウイルス、寄生虫等の病原微生物の試験検

査、収去した食品の細菌やウイルスの試験検査、

河川等の公共用水域や海水浴場の大腸菌群の試

験検査等を実施しています。

大気・特定化学物質担当では、大気環境中の

有害汚染物質、微小粒子状物質等の試験検査、

大気環境測定車による調査やデータの解析等を

実施しています。

水質担当では、県の年間計画に基づく河川、

海域、地下水等の水質に関する試験検査、工場

排水等の水質に関する試験検査、温泉に関する

試験検査などを実施しています。

さきほど他の通常業務に支障はないかという

ことでしたが、回収した食品の細菌検査などの

通常業務や、突発的に発生する腸管出血性大腸

菌の検査などについては必要な時期に適切に処

理できており、特に支障は生じていません。

次に３点目、調査研究業務に伴う論文発表件

数についてお答えします。

本県では、この５年間の論文発表の件数は、

平成２７年度１２件、平成２８年度１１件、平

成２９年度１１件、平成３０年度６件、元年度

８件となっています。

なお、本県における結核菌の分子疫学的解析

など様々な課題を解決するための調査研究につ

いては、毎年度１０件程度取り組んでおり、こ

れらの成果が論文発表につながっています。

最後に４点目、１０年前と現在の職員数の比

較についてお答えします。

職員数については、平成２２年度から今年度

まで若干の変動はあるものの、おおむね３０人

程度で推移しています。

なお、直接調査研究業務に従事する技術職員

は２６人ないし２７人で、１０年間職員数に変

動はありません。

猿渡委員 詳しく説明いただき、内容がだいぶ

分かったんですが、大変な状況の中で感染のリ

スクがありつつも、職員の方に努力いただいて

いることに改めて感謝します。

私は福祉保健部のところでもこのことに触れ

たんですが、２００９年に新型インフルエンザ

が流行した際、専門家会議が厚生労働省に対す

る提言をまとめていて、２０１０年６月に新型

インフルエンザ対策総括会議報告書にこのよう

に述べられています。

国立感染症研究所や検疫所などの機関、地方

自治体の保健所や地方衛生研究所を含めた感染

症対策に関わる危機管理を専門に担う組織や人

員体制の大幅な強化、人材の育成を進めるとと

もに、関係機関の在り方や相互の役割分担、関

係の明確化等が必要であると提言しています。

１０年前に提言が出ているんですが、ある方

は、これを国が軽視してきたことが今回のコロ
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ナウイルスに大きく影響しているんじゃないか

と指摘しています。私は、その指摘は大変大事

ではないかと思っています。

コロナウイルスに限らず、今後、いろいろな

感染症が危惧されると専門家の中でも言われて

いて、今後に向けても衛生研究所の役割、また、

環境を研究する部門でも、今、温暖化や地球環

境の変化が大変大きな問題になり、関心が高ま

っている中で大事な部門であり、今後、強化や

正規職員の増等が必要ではないかと考えますが、

いかがですか。

河野生活環境企画課長 正規職員の増員につい

てですが、衛生環境研究センターでは、検査体

制の強化とあわせて持続可能な検査体制を構築

するため、年度当初から様々な工夫を行ってい

ます。

例えば、検査件数の増加と効率的な検査を目

的に新たな機器の導入を行いました。また、セ

ンター内で他業務を担当している職員に研修を

したり、非常勤職員や県職員ＯＢを再雇用する

などして、ＰＣＲ検査に係る人員体制の強化を

図っています。

こうした取組により、現在では検体搬入が遅

くなった場合や緊急で検査実施を依頼される場

合を除いて、おおむね勤務時間内に検査を終え

ています。今の状況からすると、増員は必要な

いと考えています。

猿渡委員 私は昨年、常任委員会の所管事務調

査でこのセンターに行ったときに、女性職員が

大変生き生きと大気のことをいろいろ説明して

いる姿を見て、非常にやりがいを感じながら仕

事をしているなと感じました。大変な仕事です

が、今後とも安全に十分に配慮しながら努力い

ただきたいし、また、体制強化についてもぜひ

今後とも考えてください。

玉田委員 主要な施策の成果９４ページ、おお

いたの食育ステップアップ事業について３点お

伺いします。

この事業については昨年の予算特別委員会の

ときに取り上げて、そしてまた、樫山課長から

御答弁がありましたが、その成果が出ていると

いうことです。

その成果指標の実績値１８．８％、全体的な

評価はＢになっていますが、この１８．８％は

どこから持ってきた数字かをお伺いします。

それから、これを見ると、６人に１人の子ど

もが朝、ひとりきりで食べているとか、子ども

だけで御飯を食べていると出ていたんですが、

そういう実態の中で、教育委員会とか福祉保健

部との連携についてどのように進められている

のか、２点目です。

それから３点目は、これは昨年の予算特別委

員会でも取り上げましたが、大分ブランドの食

材等をこの食育の中でどう利用されているかに

ついて、令和元年度の中でどう扱われたか。

樫山食品・生活衛生課長 まず、昨年度の成果

指標の算出根拠について御説明します。

成果指標のひとり又は子どもだけで朝食を食

べている子どもの割合についてですが、福祉保

健部のこども未来課が令和元年度に実施した子

ども・子育て県民意識調査報告書によるもので

す。

この調査では、県内の就学前児童８０４名及

び小学生４０７名の計１，２１１名から回答を

いただき、朝食を一緒に食べる相手として兄弟

姉妹の子どもだけ又はひとりで食べる割合を合

計すると１８．８％ということです。その数値

を根拠としています。

なお、平成３０年度前回調査は１６．８％で、

残念ながら２ポイント増加している状況です。

２番目の御質問ですが、教育庁、福祉保健部

との連携です。

県では、食育推進のため、教育庁、福祉保健

部を含めた１９課室で構成する食育推進幹事会

を設け、課題を共有し、施策に結び付けられる

よう連携して取り組んでいます。

教育庁関連では、学校の教育現場において、

子どもたちが豊かな人間性を育み、たくましく

育っていくため、食育を行うことは重要である

ことから、栄養教諭を中心に食育活動を行って

います。例えば、昨年度は学校給食で地場産物

を活用促進するため、学校給食１日まるごと大

分県といった促進事業を実施しています。

また、福祉保健部関連になりますが、食生活
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の乱れなどにより生活習慣病の増加も問題とな

っており、健康寿命日本一を目指す大分県です

が、そのためには生涯にわたり食育を行うこと

も重要であると考えます。福祉保健部では県産

品を活用した調理実習などを行って、生涯健康

「元気な食卓」の普及と実践の定着を図ってい

ます。

３番目の御質問ですが、食育を推進するにあ

たっては正しく食を知ることが重要であり、そ

のためには食の文化を知り、食への感謝の気持

ちを養うことが必要な取組と考えています。大

分県食育推進計画においても、地域の食文化を

いかした料理ができる力、地域素材や旬の味が

分かる力、また、食べ物の命を感じる力という

取組を進めています。

また、事業ですが、例えば郷土料理について

は、県内の各シェフに依頼して、６地域の郷土

料理講座を開催し、レシピを冊子にするなどの

取組を行っています。また、食材については、

例えば農林水産部において乾燥しいたけの粉末

を使ったレシピの考案や開発など、しいたけの

消費拡大推進事業なども進めています。

郷土料理には、和牛や竹田のサフランやハモ

といった地元の食材も取り入れて、レシピを開

発していただいています。

玉田委員 状況がよく分かりました。

食育ステップアップ事業の成果指標について

ですが、この事業だけで上げていくのは本当に

大変なんじゃないかと。私は見ていて、ある意

味では酷だなという気もしたんです。令和２年

度まではこの成果指標で１７％と出ていますが、

多分、さきほどの実態調査は令和元年に福祉保

健部が行ったものですから、令和２年度の１７

％という数字に対応する数字自体、また改めて

とるのは難しいんじゃないかと思います。平成

３０年度の数字を使われるのかなという思いも

したんですが、この成果指標について、令和２

年度まではこれでいくとしても、その後、食育

の評価指標について少し検討を加える必要があ

るんじゃないかという思いもあります。その辺

についてどうお考えかが１点。

それから、他部局との連携についても、さき

ほどの説明でよく分かりました。

その中で、昨年の予算特別委員会で課長が特

に農業の大分ブランドとか農産品の部門まで踏

み込むのはなかなか難しいんだと吐露されてい

ましたが、昨年度の事業の中ではこの辺まで踏

み込んで、随分と進めることができたという評

価でよろしいですか。

樫山食品・生活衛生課長 成果指標の令和２年

度目標は１７．０％で上げています。確かに厳

しい数字であることは当課も把握しています。

それに向けてここにも書いていますが、朝シャ

キーン実行委員会を開催して、今、実行委員の

先生の方――主に高校、大学、小学校の先生も

入っており、そういった先生方にアンケートを

とっている状況です。

大変厳しい目標ですが、これに向けて他課も

含めて、特に教育委員会等にもお願いしながら

施策を進めており、今年についてはこの数字で

頑張っていこうと思います。また、どうしても

乖離が大きいようであれば、その辺の見直しも

考えていかなければいけないと思っています。

２番目の御指摘、他部局とのいろんな食材の

啓発──去年、消費者の動向を踏まえながらと

いう御質問を受けたところですが、今年は外食

がコロナ禍で少なくなっていますし、我々はい

ろんな組合も管轄しており、どういう状況なの

かと聞いています。和牛については、今年ぐっ

と落ちています。

その中で、どうやって啓発していくかは、さ

きほども答弁の中で言った幹事会で推進に向か

って考えていかなければいけないと思いますが、

そこはまた農林水産部と一緒に協力して考えて

いくべきと思っています。

玉田委員 分かりました。他部局との連携で、

また大きく前に進めてほしいと思います。

あと成果指標について、私がさきほど言った

のは、数字そのものが厳しいというよりも、評

価指標そのものがこの事業だけで包括できるよ

うなものではなさそうなので、令和２年度まで

はこの評価指標でいくとしても、その後、食育

についての評価指標をもし作るのであれば、ま

た違う評価指標を検討されたらいかがですかと
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いうことでした。ここは要望としてお伝えしな

がら、またこれからも食育事業について意見し

たいと思います。

木田委員 事業別説明書１３４ページにある防

災ヘリコプター運航管理事業費についてお尋ね

します。

近年、群馬県、長野県でも防災ヘリ墜落事故

があり、また、救助活動中の事故等もあったわ

けですが、本県の防災ヘリ運航基準や装備は基

準どおり遵守されて、問題なく運用されている

のか、お尋ねします。

また、近年のこうした事故を踏まえ、国から

の通知等もあったかもしれませんが、そういっ

た基準の見直し等が行われてきたのか、お尋ね

します。

大城消防保安室長 それでは１点目、まず本県

防災ヘリの運航基準や装備は基準どおり遵守さ

れ、運用されているかについてですが、防災ヘ

リの運航は、航空法の規定や県が定める安全管

理要綱、それから、運航管理要綱等の定めに従

って実施しています。

加えて、利用可能な全てのリソース、人的資

源や情報などを有効に活用して、メンバーの力

を結集して、チームの業務遂行能力を向上させ

るという考え方に基づいたＣＲＭ訓練の実施要

領とか、救助、火災など事象ごとの活動要領を

定めるなど、法令及びきめ細かに定める県の諸

規程を遵守して運用しています。

また、平成２１年６月に防災航空管理監、平

成２２年８月に防災航空管理アドバイザーを配

置して、安全確保のための管理を徹底するとと

もに、救助等に関する自隊訓練、それから、装

備品の的確な点検、隊員の日々の健康状況の確

認等安全管理の強化も図っています。

それから２点目、基準の見直し等は行われて

いるかについてです。

国では、こうした事故の検証結果を踏まえ、

令和元年９月に消防庁長官の勧告として、消防

防災ヘリコプターの運航に関する基準を告示し

ました。こうした事故においては、不測の事態

に備えて操縦士が交代できる体制が必要である

と考えられたことから、この基準の柱としては、

令和４年４月からの２人操縦士体制の導入、そ

れから、運航団体が必要な操縦士の養成訓練を

行うと明記されました。このため、令和２年度

から操縦士の養成経費として防災ヘリの運航委

託費を増額確保するとともに、今後、２人操縦

士体制の導入に向けた各種規程の修正を行いま

す。

木田委員 基準に沿って問題なく運用されてい

るということで安心しました。

基準の見直しが今後されるということで、パ

イロット２人体制となると、隊員の乗り込み人

数が変わるのかどうか。機体も更新したばかり

ですが、乗り込み定員はどうなるのか。パイロ

ットが２人になったときには隊員が１人減るの

か、隊員の数は減らないのか。当然消火だけで

なく、救命活動もあり、救助活動となると救助

される人の人数も考えなくてはなりません。パ

イロット２人体制になって、そういった乗り込

み人員の体制は支障がないのか、お聞かせくだ

さい。

大城消防保安室長 防災ヘリの活動といっても、

林野火災への対応とか救急患者の病院間の搬送、

それから、救助にしても平地での救助か、山岳

の救助か、山岳にしても九重山なり由布岳、い

ろんな事象があるので、そうした事象に照らし

合わせて、どういったシミュレーションで活動

ができるのかも含めてきちっとした検証をして、

各種規程等に落とし込んでいく作業を今後やっ

ていきます。

木田委員 特に山岳での救助活動は、平地でも

あるかもしれませんが、ホバリング能力が非常

に今重視されるところだと思います。パイロッ

ト２人になれば、その分重さというか、救助す

る対象人数もあるし、その辺の運用が心配にな

るので、ケース・バイ・ケースでよく考えて対

応してください。

本県の消防分野でも、かつて二十数年前に、

本来４人体制でするものを３人体制で臨んで殉

職事故が起きたこともありましたし、防災ヘリ

も訓練中の事故があったと思います。人命第一

ですから、救助される方、そしてまた、隊員の

安全も両立させて活動いただきたいと思うので、
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これから近年の事故を踏まえた見直しがあると

思いますから、しっかりと対策、対応を取って

ください。

藤田委員 事業説明書１１７ページ、主要な施

策の成果では１０８ページ、地域を担うＮＰＯ

協働モデル創出事業費について、一つ目は１２

の協働モデル事業がこの事業で取り組まれまし

たが、今後の１２事業の活用や展開についてど

うお考えなのか。

二つ目にふるさと創生ＮＰＯ活動応援事業費

が同じページにありますが、この中で扱われて

いるめじろん共創応援基金の現在の運営状況に

ついてお尋ねします。

そして３点目に、１点目の地域を担うＮＰＯ

協働モデル事業は終了しましたが、今後の協働

事業について、ふるさと創生ＮＰＯ活動応援事

業費やめじろん共創応援基金等の活用も含めて

どのように取り組まれていくのかお尋ねします。

それと、通告していませんが、もう１点、事

業説明書１２４ページ、民泊の安全・安心確保

事業費、主要な施策の成果２０９ページを見る

と、新規の届出施設への立入調査が４９４とな

っていますが、届出の昨年の状況、そして、も

し分かれば、戸建て住宅、あるいは共同住宅等

いろいろ分類ができていれば、それも含めてお

知らせください。

佐藤県民生活・男女共同参画課長 ＮＰＯ関係

の三つの質問に対してお答えします。

まず１点目、地域を担うＮＰＯ協働モデル創

出事業の今後の活用、展開です。

平成２７年度からスタートしたこの事業は、

１２団体を採択し、それぞれの団体が３年間取

り組むことにより一定の成果を上げ、その後も

活動を続けていると聞いています。

例えば、ＮＰＯ法人空き家サポートおおいた

は、大分県空き家相談支援事業の補助金を活用

して大分県空き家相談窓口を開設するとともに、

市町村との企画連携も進めているとの報告を受

けています。

また、ＮＰＯ法人しげまさ子ども－食堂げん

き広場－は、子どもたちに舞台パフォーマンス

とプレゼンテーション指導を行い、子どもたち

のコミュニケーション能力の向上を図っていま

すが、豊後大野市とともに事業を継続している

との報告を受けています。

今後はこうしたフォローにも取り組みながら、

協働モデル事例集の作成、配布を行うとともに、

今年度開始する大分県ＮＰＯ情報バンク「おん

ぽ」での紹介や、ＮＰＯを対象とした研修会で

の事例発表などを通じて優良事例の広報啓発を

進め、地域の課題解決に継続的に取り組むスタ

イルを確立していきます。

次に２点目、めじろん共創応援基金の運営状

況ですが、常勤職員４人、非常勤職員１人で組

織されており、おおいたボランティア・ＮＰＯ

センターの運営事業やふるさと創生ＮＰＯ活動

応援事業補助金の執行、ＮＰＯ団体に対するパ

ソコンやプリンターなどＯＡ機器の助成事業な

どに取り組んでいます。

自主財源である寄附金の募金活動には積極的

に取り組んでおり、平成２８年度以降は２００

万円を超えているところですが、今後は県民や

企業等からの協力支援をさらに拡大させていき

ます。

３点目、地域を担うＮＰＯ協働モデル事業終

了後の協働事業の推進方法です。

このモデル事業の実施に伴い、協働件数は平

成２８年度が１，０７３件、平成２９年度が１，

１９０件、平成３０年度が１，２５３件、令和

元年度が１，３４８件と増加しており、この流

れが止まることのないようにすることが重要で

す。

ふるさと納税等を活用して令和元年度からス

タートしたふるさと創生ＮＰＯ活動応援事業補

助金は、めじろん共創応援基金が事業主体とな

り、地域課題を主体的に解決し、ふるさとの創

生を図るＮＰＯ活動を支援するものですが、補

助金を支出するというだけではなくて、きめ細

かく伴走支援をするという活動をしています。

今後は、このめじろん共創応援基金と手を携

え、ＮＰＯ活動や協働事例などの情報提供を充

実することにより県民の理解を深め、参加と協

力を促進するとともに、ＮＰＯ、企業、行政な

どをつなぎ、お互いの連携が図られるような環
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境づくりを進めることにより協働事業を推進し

ていきます。

樫山食品・生活衛生課長 民泊の安全・安心確

保事業について御説明します。

まず、委員御指摘の新規届出施設に対する立

入調査の４９４は、４９万４千円の予算という

ことです。

令和元年度の新規の届出数は４５件です。ワ

ールドカップがあるなど、去年の時点ではコロ

ナの前でしたので、期待があり、インバウンド

がどんどん増えるかと我々も思っていたんです

が、意外と民泊だけでなく、既存の旅館業法の

簡易宿所というカテゴリーで十分だと相談の中

で移行していったケースもあったので、４５件

の新規になっています。なお、今年はコロナの

影響もあり、まだ半年ですが、新規は６件です。

当然、既存のところに関しては必ず年１回、

新規に関してはそのときに必ず１回、監視員が

行って調査をしています。

あともう１点、戸建てか共用か――共用とい

うのはアパート、マンション形式の一部屋です

が、今のところ、令和２年３月現在の状況で戸

建てが４４件、アパート、マンション等の共用

が２９件です。

藤田委員 協働事業そのものが令和元年度は１，

３４８件まで順調に増えているということで、

今までの取組に感謝と、成果に対してお礼を申

し上げます。

このＮＰＯの協働事業は、阪神・淡路大震災

でのボランティアの盛り上がり、そして、東日

本大震災を受けて法の制定から法改正と、多様

化する住民ニーズや行政ニーズに対応する新た

な担い手としてＮＰＯを育てていく事業であっ

たと思いますし、本県においては、めじろん募

金も法改正にあわせてスタートして、それも盛

り上がりにかなり貢献してきたと思います。

ただ一方では、マンネリ感というか、事業を

繰り返しやっていくことによって、新たな参加

者への働きかけが非常に難しくなってきている

とも思っています。これからさらに協働事業を

進めていくために、今後とも事業を練り直しな

がら、新たな参画者を増やしていけるよう取り

組んでほしいと思います。さきほども御説明が

あったんですが、逆に県民や、あるいはＮＰＯ

団体から行政と一緒にこういう事業をやってみ

たいということがあったときに、どのように申

込みをする、アプローチする方法があるのかを

一つ、再度確認します。

それと、民泊の件は分かりました。４５件で

すね。金額ではなくて件数ということですが、

県内での宿泊施設の多様化、新たな魅力づくり

の意味でも民泊は非常に可能性があるだろうと

思います。一方では、クレーム、苦情の全国的

な報道もあって、マイナスイメージで受け取ら

れていることも多いかと思います。さきほども

あった監視員が監視に年１回回る、あるいは日

常に利用された中で、例えばラグビーワールド

カップでの苦情やクレームについてどのような

ものがあったのかお伺いします。

佐藤県民生活・男女共同参画課長 地域の方々

と行政をつなぐ方法です。

一つは、各振興局にＮＰＯが相談に来られた

ときに、振興局と情報共有しながら、そこにど

ういった支援ができるかを一緒に考えています。

もう一つ、職員がＮＰＯに直接出向いて、ど

ういうことをやっていったらいいですかと話を

聞きに行こうと計画しています。そういったこ

とを通じて地域の皆さんの声を吸い上げて、実

際の活動につなげていきます。

樫山食品・生活衛生課長 住宅宿泊事業法に関

するトラブルであったり、苦情の件について御

説明します。

これまで１，１００件を超える問合せ、相談

があったんですが、その中で、いわゆる苦情相

談は２件であり、都市部であるような犯罪の温

床になる事例は大分県では発生していません。

今、民泊監視員も警察ＯＢですので、警察と

も密に連携を取りながら、未然にそういったこ

とがないよう情報収集、連絡体制を取っていま

す。今後とも、そういった犯罪の温床にならな

いような監視体制を進めていきます。

浦野委員 私は、おおいた動物愛護センター運

営費、事業別説明書１２５ページについて質問

します。
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さきほど措置状況報告書の説明の中で、猫の

持込み、殺処分件数が増加しているという説明

がありました。その猫に関してですが、いわゆ

る野良猫ではなくて地域猫、飼い猫の持込みや、

また、寄せられる相談も含めてどのような状況

か、分かる範囲で教えてください。

もう一つ、猫の譲渡頭数が前年比約５０％ア

ップで、今も増えているということですが、地

域ボランティアや保護猫活動団体とどのような

連携を行ってきたのか。また、さらなる譲渡頭

数の増加に向けてどのような課題があるか教え

てください。

樫山食品・生活衛生課長 まず最初に、飼い猫

の持込みについて、今どのような状況かという

御質問から御説明します。

今、動物愛護センターに持ち込まれ、引き取

っている猫の大部分、８割以上は野良猫で、特

に子猫が多いんですが、飼い主のいない猫であ

り、飼い猫の状況は令和元年度４５２頭を引き

取っています。全体の１７．２％という数字で

す。

飼い猫を引き取ってほしいという相談に関し

ては、飼い主の責任として最後まで飼っていた

だきたいことや、また、どうしてもとなると新

たな飼い主を見つけていただきたい、また、高

齢の方が譲渡を希望される場合は、もしものと

きにどなたかちゃんと後で飼っていただける方

を見つけてから譲渡するような体制を取ってい

ます。

しかしながら、どうしても飼い主が急に入院

したり、身寄りのないお年寄りが猫を飼ってい

て、お亡くなりになったとか、そういった状況

でやむなく市町村等と相談しながら引き取る場

合もあります。

動物愛護センターとしては、そういった状況

があっても対応できるように、今から飼い主に

啓発していこうと事業を進めています。

あと、猫の譲渡に係るボランティアとの連携

について、センターに登録しているサポートボ

ランティアには、センターで毎月２回開催して

いる譲渡会の運営サポートとか、譲渡会に参加

する猫の情報をブログで紹介してもらうなどの

御協力をいただいています。

また、譲渡数を増やすための課題としては、

何といっても譲渡会を多くの方々に知ってもら

う必要があります。センターのホームページで

これまでも情報発信をしていましたが、それに

加え、本年度からはＳＮＳで――インスタグラ

ムを活用して譲渡予定の猫を動画で見られるよ

うにしたり、また、トリニータの試合会場でブ

ースを設けてＰＲ活動を行い、こんな猫をもら

っていただけないですかといった活動もしてい

ます。引き続き、譲渡頭数の増加に向けて活動

を行います。

浦野委員 順番が逆になりますが、譲渡頭数の

状況や、地域ボランティアや保護団体との連携

についての活動状況は分かりました。

地域ボランティアも保護猫団体も手弁当で、

使命感で本当に大変な状況で活動されていると

思います。そういった方々の声を聞いて、そう

いった団体がもっと活動しやすい環境をこれか

らもつくってください。これは要望です。

あと、飼い猫の持込みの状況も１７．２％と

いうことなんですが、例えば、野良猫の中でも

元飼い猫がいると思います。元飼い猫が野良猫

になっているのはあると思いますし、持込みが

増えている、殺処分が増えている現状は残念な

状況だと思います。昨年このセンターがオープ

ンしましたが、何のための施設なのかをもっと

強くアピールしてもいいんじゃないかと──メ

ッセージですね。殺処分を減らすんだ、なくす

んだという強いメッセージがもっとあっていい

んじゃないかと思います。施設のＰＲというか、

広報において、そういった強いメッセージを出

していくことについて意見を聞かせてください。

樫山食品・生活衛生課長 センターができるま

では、犬猫合わせて引取頭数の目標１，５００

頭に向けて順調に減っていました。特に犬が減

っていて、猫は横ばい状態だったんですが、去

年、動物愛護センターができてからまた急に、

特に猫の引取頭数が増えてきました。それは住

民の期待によって、猫をセンターに持っていけ

ば全て譲渡してもらえると思われているのでは

ないかと分析しています。
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しかしながら、センターもキャパシティがあ

り、トリアージ――譲渡に向かないものから処

分の対象にしていかなければ、全体の運営がど

うしても成り立たないので、そういったことも

します。

幸い今年は去年と比べて、猫については９月

末までで譲渡頭数は約３倍になりました。去年

の同月、９月末までで猫が８９頭の譲渡だった

のが今年は２５９頭、スタッフの努力の結果と、

あと皆さまの御協力の結果であると思っていま

す。また、引取頭数についても、猫だけの数で

すが、９月末までで去年は７９４頭だったのが

今年３９０頭と４９．１％も減少しています。

そういったこともあるので、徐々に皆さんに動

物愛護センターの役割を知っていただけるよう

になったのかなと思います。

さきほどの譲渡会の話も一緒なんですが、セ

ンターの役割や意義、これからの方向性に向け

て、さらに広報していきます。

浦野委員 今年度は減少傾向にあることから、

昨年はまだ施設の内容というか、何をするとこ

ろか、どこまでできるのか理解が進んでいなか

った部分も要因としてあるのかなと感じました。

あと保護猫団体の方と話をすると、保護猫団

体が新しい飼い主に説明するとき、結構厳しい

ことを言ったりするわけです。言い方によりそ

う受け取れるというか。ただ、それは厳しいよ

うに見えるけど、それだけ譲渡する動物の将来

を考えているから厳しく言っているということ

が伝わる人には伝わると思うので、引き続き広

報の在り方も検討してください。

土居委員長 ほかに事前通告されていない委員

で質疑はありませんか。

三浦委員 １点、質問します。防災対策企画課

は、地震、津波、火山、テロ対策、原子力等々、

本当に幅広い事業を抱えている中、人数的にも

他の課に比べて多く配置されていると思うんで

すが、主要な施策の成果を見ると、なかなか成

果が上がっていない事業もあります。しっかり

粘り強く、今年度、そして来年度に向けて取り

組んでほしいとまずは要望します。

そういった中、とりわけ今年はコロナウイル

スという世界を震撼させるウイルスが発生して

しまいました。消防職員に話を聞くと、感染患

者を隔離する、例えば、陰圧式の担架のような

ものが緊急搬送するときにはどうしても必要で

はないかと。消防職員が感染してしまうおそれ

があるという話をよく耳にします。

こういった陰圧式担架は、消防本部ごとに最

低１４は必要ではないかと思っており、その辺

は市町村との検討課題であり、ぜひ導入に向け

て県主導でやってほしいと思うんですが、基本

的な考え方を伺います。

大城消防保安室長 陰圧の設備が必要かどうか

ですが、消防職員は、救急車については原則患

者を手当てするという前提の下に活動していま

す。そうした陰圧装置を導入して、陰圧装置の

中に患者を入れると基本的には搬送だけになる

ので、消防署の活動として救急車両にそうした

装備が必要であるかどうかは、よくよく検討の

必要があろうかと思います。そこら辺のところ

も頭に入れながら、引き続きそうした消防職員

の活動を制約することにならないかも含めて検

討していきます。

三浦委員 現在、県内でこういった陰圧式の─

─保健所単位かどうか分からないんですが、生

活環境部で搬送する際の陰圧式担架のようなも

のをＳＡＲＳのときにしっかり検討されて、県

内にも準備されているという話を聞いたことが

あるんですが、その辺の導入状況が分かれば教

えてください。

大城消防保安室長 それについては、今、正確

な数字は持ち合わせていませんので、分かり次

第回答します。

三浦委員 消防職員の安心・安全も当然必要だ

と思うし、こういった声は様々な会議でもあが

っていると聞いているので、ぜひ検討してくだ

さい。

平岩委員 委員なんですが、通告する時間がな

かったので大変申し訳ありません。委員外議員

で当会派の守永議員が通告を出していましたが、

所用があり出席していません。会派で話し合っ

た内容を通告しているので、私が代わって質問

します。
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防災意識向上疑似体験啓発事業についてです。

決算事業別説明書１３５ページに掲載されて

おり、主要な施策の成果１３０ページでは評価

がＤとなっています。地震体験車で多くの方に

体験していただくことは大切だと思います。活

用方法としては、県から市町村など地域に貸し

出して利用してもらう計画だったと思うのです

が、Ｄ評価とされた要因は一体何であり、解決

策をどのように考えていますか。

それから確認ですが、施策の成果の成果指標

にコメ印がついています。ＶＲ映像体験者の人

数の報告だけに今後切り替えていくということ

ですか、そのことをお知らせください。

それからもう１点は、職員の時間外勤務につ

いてです。

２０１９年度に職員の時間外勤務の削減に向

けて工夫されたことについてお尋ねします。

首藤防災対策企画課長 １点目の防災意識向上

疑似体験啓発事業の成果の状況についてお答え

します。

地震体験車の活用数については、主要な施策

の成果１３０ページにあるとおり、令和元年度

は８，５６７人となっています。これは前年度

の平成３０年度と比べても９３８人減っていま

す。

要因ですが、令和２年２月末現在では、前年

度、平成３０年度に比べて２１８人上回って推

移していました。ただ、３月から新型コロナウ

イルスの感染が拡大してきたので、地域、学校

で防災訓練がほぼ行われなくなりました。その

結果、年度の合計でいくと、３月に急激に落ち

込みましたので、さきほど言った８，５６７人

となり、前年度を９００人ぐらい下回る結果と

なりました。

この状況は実は現在も続いており、活用実績

は非常に厳しい状況が続いています。地震体験

車ですので、向かい合って座って台が揺れると

いうことで、声が出たりすることもあるので、

感染リスクが高いという状況もあります。

現在、この活用促進を図る改善策としては、

感染症対策として検温、それから、マスク、ア

ルコール消毒液の設置、待ち時間についてはソ

ーシャルディスタンスの確保などを徹底するよ

うに呼びかけて、安心して活用できる環境を整

えることがまず１点です。

２点目は、今、防災活動に人を集めることが

厳しい状況ですので、ほかのイベントを活用し

て、もともと人が集まっているところに、例え

ば、トリニータの試合とかに地震体験車を持っ

て行って活用してもらうことを考えています。

最後に３点目は、おおいた防災ＶＲを１０月

から運用開始しており、それと組み合わせて、

待ち時間には防災ＶＲを見てもらい、その後、

地震体験車に乗ってもらうことで、より興味が

持てる啓発ツールとして活用促進します。

それから令和２年度からはＶＲ映像体験者の

数が成果指標かというお尋ねでしたが、そのと

おりであり、令和２年度からＶＲ映像体験者数

としたいと考えています。

ただ、さきほど言ったように地震体験車とＶ

Ｒ映像を組み合わせて活用する予定です。相乗

効果も期待していますので、双方の活用者数の

増加を目指していきます。

ちなみに地震体験車の活用者数は、現在、県

のホームページに掲載しています。成果指標が

なくなった今年度以降もホームページへの実績

数の掲載は続けていきます。

河野生活環境企画課長 ２点目の２０１９年度

に職員の時間外勤務の削減に向けて工夫した点

についてお答えします。

生活環境部では、毎月第１金曜日と給料日を

部独自の定時退庁日として設定しており、超勤

縮減に取り組むとともに、月２回の課長会議に

おいて所属ごとの超過勤務状況を共有し、超勤

縮減とあわせて事前命令の徹底を呼びかけてき

ました。

今年度は、新型コロナウイルスや７月豪雨へ

の対応など、突発的な業務を継続的に対応しな

ければならない状況が多く発生しました。そこ

で、例年以上に職員の健康等に配慮する必要が

あると考え、これまでの取組に加え、給料日な

ど部独自の定時退庁日には所属長等が各執務室

を巡回し、退庁を促し、定時退庁を徹底してい

ます。
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また、特定の職員に事務が集中しないよう事

務配分を柔軟に見直すなどの対応も行っていま

す。引き続き超勤縮減に努めます。

平岩委員 超勤縮減については、みんなで意識

して取り組んでいかなければならないですが、

自然相手のことがいろいろ起きてくるので、本

当に大変なことだと思います。

ユレルンダーについては、大分市に１台あっ

て、県も１台持っていて、大分市は独自で動い

て、市町村はそれぞれが企画したら県に申請を

して、県が貸し出すというシステムだと思いま

す。ＶＲについては地震編、津波編と三つあっ

て、振興局ごとに貸出しするということですが、

どのようなスタイルでやっていくのかを具体的

に教えてください。

首藤防災対策企画課長 防災ＶＲについては、

今、県は全部で３０台持っています。防災対策

企画課に６台置いており、残りの２４台を各振

興局に４台ずつ配置しています。窓口は振興局

の総務に置いており、直接又は電話、若しくは

市町村や地域の消防を経由して振興局に申込み

をすれば、基本的に空いていればどなたでもお

貸しできる形を取っています。１０月５日から、

ようやくコロナが収まってきたということで、

各振興局で貸出しを始めています。

平岩委員 またいろいろ分からないことがあっ

たらお聞きしますが、私たちも地域の中で防災

講話や防災体験をやろうと企画するんですが、

今やっていいのか、どういうふうにすればいい

のか、まず人が集まってくれないよなというと

ころで本当に悩みます。これからもいろいろ考

えていきますが、よろしくお願いします。

河野委員 今の件に関してですが、専用のヘッ

ドマウントディスプレイが県に３０台しかない

という話がありました。ここで目標にしている

８万２，４２０人の方に実際にＶＲ体験しても

らうことが本当に可能なのかが率直な疑問です。

前々から防災に関する体験学習については、

きちんとした施設を持っている自治体が増えて

きていると。それに対して大分県はどうなのだ

というときに、こういった体験車であるとか、

ＶＲで当面やるという執行部からの説明があっ

たわけですが、スピード感というか、県民全体

に対する啓発という意味で、これで大丈夫なの

かなと感じます。

実際にヘッドマウントディスプレイについて

は、専用のものではなくて汎用のもの――いわ

ゆるスマホを差し込む形の簡易版であれば、百

均ショップ等で３００円から５００円で実際に

売られています。また、スマホのソフトの中に

は、フリーソフトの形でＶＲコンテンツ――３

Ｄで映し出せるものもあります。そういったこ

とを含めて、せっかく作ったＶＲコンテンツに

ついて普及促進を図るのであれば、簡易版とい

う形で、ぜひそういった安くて個人で手に入る

ヘッドマウントディスプレイを使えるような形

にしてほしいと提案しますが、どうお考えです

か。

首藤防災対策企画課長 防災ＶＲについては３

０台しかなく、目標は８万２，４２０人ですが、

実質スタートしたのが１０月ですので、仮に半

分の４万人でも非常に多い数字だと思っていま

す。

一つは、ヘッドマウントディスプレイは大体

２、３万円で買えるので、市町村でそれを用意

して、映像を無料でダウンロードする形で広め

ることも考えていました。最近またコロナの関

係で、なかなか一つの機材を複数の人間が使う

ことに抵抗がある状況ですので、私どもも、例

えば、ユーチューブとかにＶＲの映像をアップ

して、それを個々のスマホ、若しくはｉＰａｄ

等で見ながら体験してもらうことを現在検討し

ています。

今年度もＶＲ映像を委託している業者と契約

を結んでいるので、その業者と相談しながら、

そういう方向も検討しています。

河野委員 さきほど言いましたが、簡易版のス

マホを差し込むタイプのヘッドマウントディス

プレイは、非常に安価で市場流通していますの

で、ぜひそれを使ってください。

防災教育について、専門家の先生の講演を聞

きに行ったことがありますが、共通体験が大事

なんだという話がありました。学校、職場、あ

るいは地域といった中での共通体験、皆さんが
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集まったとき、あのとき、怖い思いをしたよね、

こういうふうに逃げればいいと聞いたよねとい

う共通体験が持てるかが非常に大事です。例え

ば、小学校単位であれば、３０人ないし４０人

が１クラスまとめて体験できるようなことを考

えたときに、簡易版は非常に大事なことかなと、

市町村でも少なくとも少額予算でそういった設

備ができるんじゃないかと思うので、ぜひ積極

的な展開をお願いします。

末宗委員 ＰＣＲ検査はなかなか制度がよく分

からないんですが、簡易な方法からいろいろた

くさんある。それと、抗原検査とか抗体検査と

か言われているし、県として方針がきちっと決

まっているか。冬場を迎えてまた多くなったら、

混乱したりする可能性もあるし、そこら辺りの

方針を。

また、今、国がかかりつけ医とか何とか言っ

ているんですが、健康な者はかかりつけ医はい

ないのじゃないかと思います。そういうかかり

つけ医がいない者は、なかなか病院にぽんと行

きにくいし、簡単に行かれるかどうか。

それと検査料について、外国とかはよく無料

と言われているんですが、大分県も国から金が

いっぱい入っているんだから、ただでいくらで

もできるんじゃないかと思っています。あり余

るほど予備費があるし、そういうのも含めて答

弁をお願いします。

河野生活環境企画課長 ＰＣＲ検査については、

衛生環境研究センターでは１日に１４４検体ま

で実施するようにしており、大分市は大分市保

健所で１２０検体で、１日２６４検体を検査す

るようになっています。

今、福祉保健部もこれからのインフルエンザ

発生と、また、新型コロナの発生が同時に来る

んじゃないかと、民間医療機関での検査対応も

進めており、例えば、抗原検査であれば１日２

千件ぐらい実施する計画で進めていると聞いて

います。

それから、かかりつけ医がいない場合にはと

いうことですが、保健所にまずは一度連絡して、

どのような処置を取ればいいか相談したらいい

と思います。

末宗委員 聞いたのは、ＰＣＲ検査とか、抗原

検査とか、抗体検査とか、いろいろな種類があ

るが、大分県としての方針は決まっているかと

いうことを聞いたんです。いろいろあることは

みんな分かっています。それがなかなか大分県

としての方針を県民は誰も知らないと思うんで

す。大分県の方針を発表しているか知らないか

ら、その方針を今聞いたわけです。

それと金の問題、検査料は答弁なかったけど、

理論上はお金がたくさんあるからいっぱい無料

でできると思うんですが、そこら辺りを聞いた

わけです。大分県も検査料だけで、補正予算で

どのくらい組んでいるか分からないぐらい組ん

でいるし、それに国はまだ金があり余っている

わけだから、そこら辺りをちょっと。

さきほど質問したのも答弁の本旨が──言い

方が悪かったのかもしれないが、もう一度、本

旨を説明してください。

髙橋生活環境部長 委員の御質問の中身につい

て、私ども生活環境部が所管している事項とし

て、衛生環境研究センターでのＰＣＲ検査につ

いては当部で所管していますが、新型コロナウ

イルス、あるいはインフルエンザ対策の県全体

の体制については福祉保健部が所管しており、

私どもも正確にお答えすることができないので、

申し訳ないんですが、抗体検査、抗原検査をど

れぐらい、どういった形でやるといったところ

については、福祉保健部で回答させてください。

検査料の件についても福祉保健部で所管をし

ており、そちらに私どもから確認して回答しま

す。

末宗委員 大体そういう答弁だろうと思ってい

ました。

問題は、部長は福祉保健部が担当しているか

ら福祉保健部に聞いてくれということなんです

が、要するに生活環境部長はその基準を知らな

いというわけです。同じ県庁内の部長で、一番

関係ある福祉保健部長と生活環境部長がそうい

うところの連絡がなかなか――答弁が難しいぐ

らいだから、県民は当然知らないわけよ。そし

て、県民に周知徹底するとか、簡単に言うけど、

県庁内でなかなか明確に把握できないのに、県
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民にどうやって周知するのかと思ってね。

今から冬場を迎えて、いろいろなことが出て

くると思うから、そこら辺りを含めてもうちょ

っと──答弁を求めても無理か、意思疎通をと

にかくよく図っておいてください。

土居委員長 ほかに委員で質疑はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

土居委員長 それでは、事前通告が１人の委員

外議員から出されているので、事前通告のあっ

た委員外議員の質疑を行います。

堤委員外議員 まず、事業別説明書１３２ペー

ジ、同和対策推進事業費は毎回聞いていますが、

決算のうち、同和対策推進事業委託料として８

２０万８千円を支出しています。この事業は何

年も同額であって、いまだに部落差別が解消し

ていないと言って運動団体に研修会や生活相談

等の業務を事業委託しています。

その根拠として人権に関する県民意識調査を

あげていますが、具体的にどのような差別事案

があるのか、その内容と件数が分かれば教えて

ください。また、何を根拠にして差別事案とし

て委託料を払っているんですか。

追加して聞きます。主要な施策の成果９８ペ

ージ、同じ事業の決算で研修会、生活相談、相

談員の平成３０年度の金額を教えてください。

次に、事業別説明書１３３ページの原子力防

災対策推進事業費、万が一の事故を想定してい

るという事業説明をしましたが、その原因を検

討するのは当然のことだと思うんですが、伊方

原発で３号機の差止め訴訟の判決が最近広島高

裁で出たでしょう。その中で、中央構造線の地

震の影響だとか火山灰の影響について明確に論

点とされているわけですが、それについて、万

が一のことをどのように考えているのか。地震

だとか、中央構造線とか、火山灰についてお知

らせください。

安藤審議監兼人権尊重・部落差別解消推進課長

それでは、同和対策推進事業費についてお答

えします。

本年６月に法務省が公表した部落差別の実態

に係る調査結果によると、国の人権擁護機関、

大分の地方法務局管内に相談のあった件数は、

平成２７年から平成２９年の３年間で１４件、

それから、地方自治体、これは大分県及び県内

市町村ですが、地方自治体に相談のあった件数

は、平成２５年から平成２９年の５年間で合計

４７件となっています。内容については、結婚

に関することや、差別落書き、あるいはネット

内の書き込みなどです。

また、平成３０年に県が実施した人権に関す

る県民意識調査の中の同和問題の設問において

も、「同和地区住民に対する差別意識を持った

人がいると思いますか」という質問に対する回

答は、「持っている人がいる」と「持っている

人はまだ多い」の合計が３９．６％であり、い

まだに４割近くの方が差別意識を持っていると

いう結果になっています。

このような差別の実態と差別意識の存在を踏

まえて、同和対策推進事業委託では部落差別の

解消に向けて、１点は地域住民に対する生活等

相談対応に関すること、それから二つ目として、

地域住民の自立意識の向上及び啓発活動に資す

る研修会等を開催すること、三つ目として、こ

れらの活動のための基盤づくりとして担い手の

養成を行うこと、この三つの事業を委託してい

ます。

それと、大変すみません。さきほどの平成３

０年度の実績、どの部分の実績という御質問だ

ったですか。（「生活相談」と言う者あり）調

べてすぐお知らせします。

後藤危機管理室長 伊方原発の裁判の状況等に

ついて御説明します。

伊方原発の稼働については、第三者機関であ

る原子力規制委員会、これは国家行政組織法に

定められている委員会であり、ここの公正な審

査結果に基づいて稼働が認められていましたが、

今、御指摘のとおり、裁判で差止めという形で

仮処分されています。

こういった裁判の状況等も踏まえ、しっかり

と注視していきたいと思いますが、当室として

は、万が一の事故といったことに備えてしっか

りと対策を打っていくことが大変重要であると

思っています。引き続き、実効性のある原子力

災害対策を進めます。
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堤委員外議員 差別意識というのは、実際には

意識の問題でしょう。これは内心の自由の問題

であると議論をずっとしてきました。そういう

ことがいまだにあるとして８００万円も使うの

は、それが全く改善されていないということで

しょう。何年も同じ金額ですよ。

平成３０年度のさきほど言った数字も多分令

和元年度と一緒ですよ。となれば、全く同じよ

うな状況の中で何年も──もう１０年近くなる

んじゃない、同じ金額をずっとやっているんで

す。それで、いまだにこういう差別意識がある

と。意識は内心の自由だから、どんなことを思

ってもそれは自由なんです。結婚だってそうで

しょう。憲法で規定されているわけでしょう。

インターネットでも同和問題を調べてみまし

た。みんな知識を得る中身の問題ですよ。同和

と言ったら結婚差別があると言っているけど、

これは本当と思えるもの、ちゃんとベストアン

サーがあるんよ。そんなの関係ないよと、憲法

上ちゃんと規定されているから結婚するべきじ

ゃないのときちんと書かれています。

だから、しゃにむにその部分に事立てて、物

事を大きくして、特定の運動団体にだけ８００

万円もお金を使うということは間違っているん

です。これはやっぱりやめるべきだと思います。

一般対策として、今は同和地区の解消等がい

ろいろ進んできているわけですから、一般対策

事業にこの８００万円は使うべきなんです。そ

ういう立場で、この部分の決算は非常におかし

い。

実績報告書もチェックしているでしょう。実

績報告書も以前は問題があったわけですよ。こ

れを指摘して、実績報告書もきちんとチェック

しだしたと。金額が同じことも非常に解せない

わけです。そういうことがいまだにあるこうい

う問題については、ぜひやめるべきだと私は思

います。

安藤審議監兼人権尊重・部落差別解消推進課長

まず、さきほどの生活相談事業の平成３０年

度実績ですが、８７万５，５１０円です。

それから、議員言われた内心の自由の関係で

すが、この事業は平成２８年１２月に施行され

た部落差別解消推進法に基づいて、部落差別が

存在しているという前提で差別の解消に資する

ものです。

内心の自由はもちろん認められていますが、

それが実際に言葉や行動で表面化することで差

別が生じると。例えば、我々が研修で行うフィ

ールドワーク等で当事者からそうした経験を聞

くこともありますし、インターネット内では多

数そうした誘発、助長する書き込みが存在して

います。そうしたことから、これら差別の解消

に向けて、我々は今後ともきちんと対応してい

く必要があると考えています。

堤委員外議員 部落差別解消推進法の参議院の

附帯決議が非常に大事なんです。その附帯決議

に基づいて、過去そういう運動団体によるひど

い状況があったことを考えて、ちゃんと今後の

施策をしなければならないと法律に附帯決議も

されているんです。

だから、そういう点では運動団体に対して８

００万円というお金を出すこと自体おかしいし、

内心の自由と認めておきながら内心の自由を規

制するような言い方は、これは本当に憲法違反

ですよ。そういう問題をきちっと認識して、や

めるべきだと私は思っていますので、これは要

求して終わります。

土居委員長 ほかに委員外議員で質疑はありま

せんか。

〔「なし」と言う者あり〕

土居委員長 それでは、本日の質疑等を踏まえ、

全体を通して委員の方からほかに何か質疑はあ

りませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

土居委員長 別にないようですので、これで質

疑を終了します。

それでは、これをもって生活環境部関係の審

査を終わります。

執行部はお疲れさまでした。

これより内部協議に入りますので、委員の方

はお残りください。

〔生活環境部、委員外議員退室〕
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土居委員長 これより、決算審査報告について、

内部協議に入ります。

さきほどの生活環境部の審査における質疑等

を踏まえ、決算審査報告書を取りまとめたいと

思いますが、特に、指摘事項や来年度予算へ反

映させるべき意見・要望事項等がありましたら

お願いします。

〔「なし」と言う者あり〕

土居委員長 特にないようですので、審査報告

書案の取りまとめについては、本日の審査にお

ける質疑を踏まえ、委員長に一任いただきたい

と思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

土居委員長 それではそのようにします。

以上で生活環境部関係の審査報告書の検討を

終わります。

暫時休憩します。

午後０時１１分休憩

午後１時１０分再開

森副委員長 休憩前に引き続き、委員会を開き

ます。

これより、教育委員会関係の審査に入ります。

執行部の説明は、要請した時間の範囲内とな

るよう要点を簡潔・明瞭にお願いします。

それでは、教育長及び関係課室長の説明を求

めます。

工藤教育長 教育委員会所管に係る令和元年度

決算について説明します。

初めに、平成３０年度決算特別委員会審査報

告書に対する措置状況について報告します。

指摘事項は３点です。お手元の報告書の１０

ページをお開きください。地域改善対策奨学金

の収入未済の解消についてです。

地域改善対策奨学金は、平成１６年度で貸与

は終了し、現在は返還事務のみ行っています。

措置結果の中ほどにあるように、収入未済の

解決策として、納入期限翌月の督促状の送付や

徴収強化月間である５月と１１月に現年度及び

過年度の催告を行うとともに、納付相談の際に

は、実態に応じてきめ細かく対応しています。

また、免除・猶予制度を活用した未然防止にも

取り組んでいます。

今後とも、返還者やその関係者の人権に最大

限に配慮しながら、積極的かつ慎重な債権管理

に努めます。

次に、１８ページをお開きください。部活動、

体育の授業における地域人材の活用についてで

す。

部活動等における外部指導者に対する研修の

充実を図るとともに、指導者確保の更なる拡大

に努められたいとの御指摘です。

措置結果にあるように、外部指導者等の研修

については、体罰防止や安全管理対策など、適

切な指導の在り方や指導力向上の研修会を継続

して実施しています。

指導者確保の拡大については、各市町村に対

し、外部指導者である部活動指導員の配置に係

る経費の一部を補助することで、昨年度は７３

名を配置しました。また、部活動にとどまらず、

ダンスや武道などの専門的な授業を外部指導者

が担っている市町村も増加しています。

今後は、スポーツ庁が休日の部活動の在り方

を検討することになっており、その動向を注視

しながら、地域人材の有効な活用に努めます。

次に、１９ページをお開きください。小学校

における英語教育の充実についてです。

各市町村教育委員会と連携を取りながら、会

話ができる英語教育に取り組まれたいとの御指

摘でした。

小学校における英語教育の充実に向けて、平

成３０年度より小学校英語教育推進事業に取り

組んでいます。令和２年度は、外国語教育の教

科化に対応するため、各教育事務所単位で、実

践的な研修を実施しています。

また、各小学校に指導主事が出向く出前研修

では、児童が本物の英語に触れる機会を増やし、

授業を実際のコミュニケーションの場とするた

めに、ＡＬＴとの連携・協働に関する指導も行

っています。

なお、小学校での学びが中学校につながるよ

う、令和２年度から、県内中学校全英語科教員

を対象に英語科授業力パワーアップ研修を実施

しています。また、県内１１地区で実施する公

開授業では、ＡＬＴとのティーム・ティーチン
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グを実施し、指導体制の改善を図っています。

今後も、児童生徒が生きた英語を学ぶことが

できるよう、英語教育の充実に努めます。

続いて、お手元の主要な施策の成果により、

主な事業の執行状況等について説明します。

２５５ページをお開きください。上から３段

目、小学校学力向上対策支援事業です。

この事業は、一番左の中ほど、事業概要の欄

にあるように、小学校の学力向上を図るため、

習熟度別指導推進教員を配置するとともに、基

礎・基本の定着に加え、活用力の理解度を把握

するため、学力定着状況調査を実施するもので

す。

一番右の下、事業の成果・今後の方針ですが、

習熟度別指導による個に応じたきめ細かな指導

により、低学力層を減少させることができまし

た。また、学力向上プランの策定とその検証・

改善に取り組むことで、平成３１年度全国学力

・学習状況調査では、全ての教科で全国平均を

上回ることができました。また、大分県学力定

着状況調査による、成果指標偏差値３４以下の

小学生の割合は、目標値６．０％に対し、実績

値５．８％となり、達成率は１０３．３％、評

価はＡとしています。

その下の中学校学力向上対策支援事業では、

問題データベースを５教科で配信するなど、学

校の組織的な授業改善を目指す取組を行ってい

ます。

右下の事業の成果・今後の方針にあるように、

平成３１年度全国学力・学習状況調査では、課

題であった数学で全国平均を上回ることができ

ました。大分県学力定着状況調査による、成果

指標偏差値３４以下の中学生の割合は、目標値

７．０％に対し、実績値６．９％となり、達成

率は１０１．４％、評価はＡとしています。

小学校学力向上対策支援事業とあわせて、引

き続き、子どもたちの確かな学力の育成を目指

した取組を一層進めます。

なお、令和２年度からは新たな数値目標を盛

り込んだ未来を創る学力向上支援事業に組み替

えて実施しています。

２６０ページをお開きください。一番下、特

別支援学校就労支援事業です。

この事業は、特別支援学校生徒の一般就労を

促進するため、就労支援アドバイザーを配置す

るとともに、就職に向けた生徒や保護者の意識

改革や企業からの評価向上につながる職業教育

を実施するものです。

事業の成果・今後の方針は、通勤手段の確保

が困難な場合や、適切な支援が可能な生活の場

を優先する等の理由から、福祉施設への進路希

望変更があり、一般就労率が８．５ポイント低

下しました。この結果、成果指標知的障がい特

別支援学校高等部生徒の一般就労率は、目標値

３１．９％に対し、実績値２０．０％となり、

達成率は６２．７％、評価はＤとしています。

今後、進路希望の変更に至った原因の分析や、

就労支援アドバイザーの見直しなどにより、就

労支援体制の強化を図り、一般就労率向上に努

めます。

２６２ページをお開きください。上から２段

目、県立学校ＩＣＴ活用授業推進事業です。

この事業は、令和４年度の新学習指導要領実

施に向けて生徒の情報活用能力を育成するため、

県立学校にＩＣＴ教育環境を整備するとともに、

ＩＣＴを活用した効果的な授業の着実な実施に

つなげる教科別研修会等を開催するものです。

事業の成果・今後の方針ですが、令和元年度

は電子黒板及びタブレット型端末等を整備しま

した。また、２月補正においても、タブレット

型端末の配備を前倒しで進めました。

成果指標学力向上を実感する生徒の割合は、

目標値８０．０％に対し、実績値７９．２％と

なり、達成率は９９．０％、評価はＢとしてい

ます。

今後は、令和２年度中に全ての学校で１人１

台のタブレット型端末が配備されることになり

ますが、引き続き、教科別研修会等を通じてＩ

ＣＴを活用した効果的な学習を進めることによ

り、学力向上につなげます。

続いて、一番下子ども科学体験推進事業です。

この事業は、小・中学生の科学に関する好奇

心や探究心を育むため、少年少女科学体験スペ

ースＯ－Ｌａｂｏ（オーラボ）を設置し、企業
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・大学・高校と連携した科学体験講座を実施す

るものです。

事業の成果・今後の方針は、高校や青少年の

家を会場にした講座を新たに開設するなど年間

講座回数を増加したことにより、より多くの児

童・生徒に科学体験の機会を提供できました。

この結果、成果指標Ｏ－Ｌａｂｏを利用した

児童・生徒数は、目標値４，１００人に対し、

実績値４，４５１人となり、達成率は１０８．

６％、評価はＡとしています。

定員を超えるＯ－Ｌａｂｏの受講希望がある

ため、今年６月にＯ－ＬａｂｏをＮＴＴ西日本

府内ビルに移転させ、講座１回当たりの定員の

増加を図っています。また、地域に住む子ども

の科学体験の機会を拡大するため、コロナ禍で

はありますが、中津、日田、佐伯においても、

定期的に講座を開設しています。

２６３ページを御覧ください。帰国・外国人

児童生徒日本語教育推進事業です。

この事業は、帰国・外国人児童生徒の日本語

能力に応じた、きめ細かな日本語指導ができる

よう、県立高校及び小・中学校に支援員を派遣

するものです。

事業の成果・今後の方針ですが、日本語指導

が必要な児童生徒３２名に対し、指導を実施し

ました。派遣の回数、時間、教材、指導内容を

工夫したことで、確実に日本語能力の向上につ

ながり、成果指標指導を受けて日本語能力がア

ップした生徒の割合は、目標値８０．０％に対

し、実績値８１．２％となり、達成率は１０１．

５％、評価はＡとしています。

今後も、日本語指導が必要な児童生徒の増加

が見込まれていることから、引き続き、指導の

ための人員を確保し、ニーズに応じた派遣体制

の整備を推進します。

２６６ページをお開きください。上から２段

目、おおいたワールドワイド・アカデミー事業

です。

この事業は、グローバル人材を育成するため、

スタンフォード大学と連携して高校生向け遠隔

講座を開設するとともに、数学等の科目を英語

で指導する教員を育成するものです。

事業の成果・今後の方針ですが、スタンフォ

ード大学遠隔講座は全１０回を完了し、教員の

育成も先進校視察や教材研究等を計画どおりに

行うことができましたので、成果指標外国への

留学や海外と関わる仕事に就きたいと考える生

徒の割合は、目標値６０．０％に対し、実績値

６５．０％となり、達成率は１０８．３％、評

価はＡとしています。

今後は、こうした取組の普及を図るため、本

事業の成果やノウハウを共有する機会をさらに

充実・拡大します。

２７０ページをお開きください。上から２段

目、いじめ・不登校等解決支援事業です。

この事業は、児童生徒や保護者の悩み等に対

応するため、専門的な知識・経験を有するスク

ールカウンセラーを小・中・高等学校及び特別

支援学校に配置するものです。

事業の成果・今後の方針ですが、全教職員に

いじめ見逃しゼロを意識させ、いじめの認知件

数が平成２９年度の５，４９３件から３０年度

は１万１，３５６件へと大きく増加し、解消件

数も４，７１７件から９，５８２件に増加した

ものの、成果指標小学校いじめ解消率は、目標

値８７．０％に対し、実績値８４．５％となり、

達成率は９７．１％、評価はＢとしています。

引き続き、いじめの早期認知やスクールカウ

ンセラーの活用、相談窓口体制の充実等を図り、

いじめ解消率の向上に努めます。

なお、元年度の実績値は、まだ国から公表さ

れていないため、平成３０年度実績値を用いて

評価をしています。

２７２ページをお開きください。上から２段

目、県立高校自転車通学生ヘルメット着用推進

事業です。

この事業は、自転車通学生の頭部損傷による

死亡事故等を防止するため、ヘルメット着用に

係るアンケート調査や普及啓発を行うとともに、

モニターとなる高校生に対してヘルメット購入

費を助成するものです。

事業の成果・今後の方針ですが、最終的に５

８６名の自転車通学生がヘルメットを着用し、

モニターとして活動しました。アンケート調査
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から、ヘルメットの着用が交通安全意識の向上

につながっていること等が明らかになりました。

成果指標ヘルメットを着用してよいと考える高

校生の割合は、目標値４０．０％に対し、実績

値７９．７％となり、達成率は１９９．３％、

評価はＡとしています。

令和３年度のヘルメット着用義務化に向けて、

啓発活動や実施体制の整備を行います。

２７７ページをお開きください。一番下、地

域の高校魅力化・特色化推進事業です。

この事業は、地域の高校が中学生から選ばれ

る学校、地域の活力となる学校となるため、地

域資源を活用した探究学習の実践など、地域と

連携した取組を強化するものです。

事業の成果・今後の方針ですが、中学３年生

に対する７月の進路希望調査結果に比べ、実際

の入学者数が増加した高校が１７校中１０校あ

ったことから、地域との連携強化や学校の魅力

化において、成果の一端が伺えます。しかし、

中学卒業者数が前年度から３００名を超える減

少の中、成果指標事業採択校における欠員数は、

目標値１８１人に対し、実績値３０１人となり、

達成率は３３．７％、評価はＤとしています。

今後も、欠員による学級数の減少を極力抑え

ながら、地域の高校における教育の質の維持・

向上に努めます。

最後に、３１０ページを御覧ください。一番

上、新チーム大分強化事業です。

この事業は、国体において天皇杯得点１千点

を獲得するため、県選抜選手等の強化に向けた

短期戦略とジュニア選手の育成等の中長期戦略

に取り組むものです。

令和元年度の茨城国体では、成果指標国民体

育大会における天皇杯得点の獲得は、目標値１

千点に対し、実績値９２１．５点で２３位とい

う結果となり、達成率は９２．２％、評価はＢ

としています。

目標得点には届きませんでしたが、新たに入

賞する競技が増加する等、明るい材料もありま

した。

今後も、チーム大分が国体で安定的に天皇杯

得点１千点を獲得できるよう、優秀な選手・指

導者の県内回帰・定着を図り、中長期的な戦略

の下、競技力向上対策を進めます。

続いて、令和元年度行政監査の結果について

説明します。

お手元の令和元年度行政監査・包括外部監査

の結果の概要の１ページを御覧ください。元年

度は２監査テーマ及び目的にあるように、公金

収納事務についてをテーマとして実施されまし

た。

教育庁については、検討事項として九重青少

年の家使用料及び釣銭資金の交付の２項目につ

いて御指摘を受けました。

２ページをお開きください。改善・検討事項

の上から２番目、九重青少年の家使用料につい

ては、施設利用者が速やかに施設の使用を開始

できるよう、領収書の発行方法について検討す

るようにとの御指摘でしたので、領収書の記載

事項等を簡素化することで発行事務の時間短縮

を図りました。

３ページの一番下、釣銭資金の交付について

は、公金の適切な管理という観点から、県立学

校において釣銭交付を受けることを検討するよ

うにとの御指摘でした。

これを受けて、証明手数料や生産物売払収入

等、現金を収納することで釣銭が必要となる全

ての県立学校で釣銭資金の交付を受けることと

しました。

今後も、公金の適正管理に努めるとともに、

行財政改革の中で検討が進められている行政手

続の電子化についても、教育委員会として改善

に取り組みます。

続いて、包括外部監査の結果について説明し

ます。

５ページをお開きください。元年度は、３監

査テーマ及び監査対象にあるように、県民利用

施設の管理運営に関する財務事務の執行につい

てをテーマとして実施されました。

教育庁に関する内容については、２３ページ

から２５ページに記載があります。

県立図書館、香々地・九重青少年の家及び埋

蔵文化財センターについて、改善事項１項目、

勧奨事項１２項目の指摘を受けたので、主なも
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のを説明します。

まず、２３ページの一番上、県立図書館の視

聴覚ホールの有効利用については、年間を通し

た有効活用について検討されたいとの御指摘で

した。

今後は郷土資料映像等、コンテンツの充実を

図り、活用機会の充実を図ります。

２４ページ一番上、第三者委託の業務の実施

確認については改善事項となります。

受託者に対して、業務実施報告書に、再委託

先を明示するよう徹底しました。

上から３番目、香々地及び九重青少年の家２

施設の存続の将来検討については、県として施

設を保有し続ける必要性について検討するべき、

との御指摘でした。

本県の青少年の家では、不登校、ネット依存

の児童等を対象とした事業を実施しており、今

回の包括外部監査でも一定の評価をいただいて

います。今後も、人口動向や求められる役割等

を再確認し、施設の在り方について検討を行い

ます。

説明した改善・勧奨事項に加え、全ての勧奨

事項について、検討、改善を行い、今後も施設

の有効活用、利用者の視点に立った施設運営を

行います。

以上で私からの説明を終わります。なお、各

課の決算状況については、担当課長から説明し

ます。

山上教育財務課長 まず、教育委員会所管に係

る令和元年度歳入歳出決算の主な事項について

説明します。

お手元の令和元年度決算附属調書の７ページ

をお開きください。歳入決算額の予算に対する

増減額についてです。教育費国庫補助金が２億

８，８５３万１，３３８円の減額となっていま

す。

これは、減収となったものの下から２番目公

立学校情報通信ネットワーク環境施設整備費補

助金における県立学校ＩＣＴ活用授業推進事業

費の繰越明許等によるものです。

２１ページをお開きください。不用額につい

てです。上から４番目小学校費が１億１，００

８万４０２円となっています。

これは、小学校教職員の給与費及び旅費が見

込みを下回ったことによるものです。

また、中ほど、１５番目の支援学校費が１億

１，０３８万１，３７０円となっています。

これは、支援学校施設整備事業費の工事請負

費等が見込みを下回ったことによるものです。

次に、２４ページをお開きください。収入未

済額についてです。科目欄の下から２項目の貸

付金元利収入の人権・同和教育課分が１億６７

９万６４３円となっています。

これは、さきほど教育長からも御説明した地

域改善対策奨学金貸付金について、返還義務者

の生活困窮等により、収入未済となったもので

す。

決算附属調書の説明は以上です。

続いて、歳出決算の主な事項について説明し

ます。

お手元の令和元年度一般会計及び特別会計決

算事業別説明書の３０１ページをお開きくださ

い。令和元年度歳出決算総括表ですが、教育委

員会に関係する予算の款・項は、表の左にある

ように、第３款福祉生活費の第２項児童福祉費、

第１０款教育費の第１項教育総務費から第６項

大学費を除く第８項保健体育費までの七つの項、

さらに、第１１款災害復旧費の第３項県立学校

施設災害復旧費です。

表の一番下の歳出合計で見ると、左から２列

目予算現額欄にあるとおり、予算額１，１５２

億８，４２０万９，１２２円に対して、決算額

は、その右側支出済額欄のとおり、１，１３０

億５，４８３万４，１３９円となっています。

中村教育改革・企画課長 教育改革・企画課所

管分のうち、主なものを説明します。

３０３ページをお開きください。第１項教育

総務費第１目教育委員会費は、教育委員５名分

の報酬や、教育委員会の運営等に要した経費で

す。

次のページをお開きください。一番下、第４

目教育指導費の公立学校等臨時・特別入学支度

金給付事業費は、令和元年度３月補正予算で成

立した２億７，３５９万９千円を全額繰り越し
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たことから、決算額が０円となっています。

この事業は、新型コロナウイルス感染症の影

響により、非常に不安も大きい中、新入生とし

て新たな学校生活をスタートする児童生徒の精

神的負担の軽減及び学習意欲の醸成を図るため、

新年度からの学習準備などに活用できる商品券

を交付したものです。

渡辺教育人事課長 教育人事課所管分のうち、

主なものを説明します。

３０６ページをお開きください。第３目教職

員人事費の左から２列目事業別決算額欄一番上、

２，８２３万３，４９６円小・中学校人事管理

費は、小・中学校の病気休暇取得者等に代わる

職員の派遣、訴訟に係る弁護士への委託や賠償

金に要した経費です。

その下、９，４６７万１，７８４円県立学校

人事管理費は、県立学校での賃金職員等の配置、

教員採用選考試験の実施、県立学校教職員の人

事異動事務等に要した経費です。

山上教育財務課長 教育財務課所管分のうち、

主なものを説明します。

３１４ページをお開きください。第４項高等

学校費第２目全日制高等学校管理費の事業別決

算額欄２番目、２１億６，６８７万９，９３８

円就学支援事業費は、全日制高等学校（本校３

８校、分校２校）の授業料に充てるための就学

支援金の支給等に要した経費です。

３１６ページをお開きください。上段の第５

目学校建設費の一番上、２０億７，００６万２，

０９５円の高等学校施設整備事業費は、安全・

安心で快適な教育環境の確保を図るため、高等

学校の大規模改造工事等に要した経費です。

阿部福利課長 福利課所管分のうち、主なもの

を説明します。

３１９ページをお開きください。第２目事務

局費の一番上、４億４，９７９万３千円児童手

当費は、児童を養育している教職員に対し支給

した児童手当などです。

その下、第６目恩給及び退職年金費の６，３

０４万１３１円恩給費は、恩給及び退職年金受

給者６人、扶助料受給者４８人、合わせて５４

人に支給した恩給などです。

簑田学校安全・安心支援課長 学校安全・安心

支援課所管分のうち、主なものを説明します。

３２１ページをお開きください。第４目教育

指導費の一番上、１億７，２９４万２，７９８

円いじめ・不登校等未然防止対策事業費は、い

じめ等の問題行動や不登校を未然に防止するた

め、地域児童生徒支援コーディネーターの配置

や、大分県いじめ問題子どもサミット等の開催

に要した経費です。

次のページをお開きください。第１目保健体

育総務費の一番上、２６７万６，３２０円学校

防災教育推進事業費は、安心・安全な学校づく

りの推進や、児童生徒を災害の脅威から守るた

め、より実践的な防災教育や避難訓練の実施に

要した経費です。

内海義務教育課長 義務教育課所管分のうち、

主なものを説明します。

次のページを御覧ください。第２項児童福祉

費第２目児童保護費の２番目、１，２５８万８，

７６０円保育の資質向上事業費は、多様な保育

サービスを充実させるため、保育士等に対する

専門研修に要した経費です。

次のページを御覧ください。第４目教育指導

費の一番下、１，０６６万９，４２７円幼児教

育推進体制充実事業費は、幼児教育施設におけ

る幼児教育の質の向上を図るため、幼児教育ア

ドバイザーの派遣等、園内研修の支援や幼小接

続に関する研修等に要した経費です。

友成特別支援教育課長 特別支援教育課所管分

のうち、主なものを説明します。

次のページを御覧ください。第４目教育指導

費の一番上、１，２６１万４０円特別支援教育

振興事業費は、障がいのある子どもたちの教育

的ニーズに応じた特別支援教育の推進を図るた

め、指導力向上や医療的ケア実施体制の整備等

を行うとともに、教育支援体制の整備に要した

経費です。

上から７番目、２，７５０万５，９５２円特

別支援学校キャリアステップアップ事業費は、

特別支援学校生徒の一般企業等への就労を促進

するため、卒業生を県立学校で雇用し、労働習

慣やスキルの獲得を支援した経費です。
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三浦高校教育課長 高校教育課所管分のうち、

主なものを説明します。

３２６ページをお開きください。第４目教育

指導費の上から３番目、１，１９４万４，７４

５円グローバル人材育成推進事業費は、大分県

グローバル人材育成推進プラン（第２ステー

ジ）に基づき、世界に挑戦する力を育成するた

め、グローバルリーダー育成塾の開催や海外留

学等の機会提供に要した経費です。

次のページを御覧ください。上から２番目、

３，９３４万６，２９２円大分の農林水産業を

牽引する担い手育成推進事業費は、本県の農林

水産業を牽引する力強い担い手を育成するため、

先進的な農業者や大学等と連携し、農林水産高

校生を対象とした実践的な研修等に要した経費

です。

後藤社会教育課長 社会教育課所管分のうち、

主なものを説明します。

３３１ページをお開きください。第４目図書

館費の一番下、５，７７２万７，９９０円資料

整備事業費は、県立図書館の図書購入等に要し

た経費です。令和元年度は新たに１万５，９７

６冊を購入し、蔵書冊数は１２０万４，７７７

冊となっています。

次のページをお開きください。第６目社会教

育施設費は、香々地及び九重青少年の家におけ

る管理運営や施設整備に要した経費です。

川野人権教育・部落差別解消推進課長 人権・

同和教育課所管分のうち、主なものを説明しま

す。

次のページを御覧ください。第４目教育指導

費の一番上、２００万７，５５０円人権の「授

業づくり」推進事業費は、小、中、高等学校に

おける人権の主体的、対話的で深い学びの実現

に向けた授業づくりの推進に要した経費です。

木下文化課長 文化課所管分のうち、主なもの

を説明します。

３３５ページをお開きください。第３目文化

財保護費の上から３番目、６，１４３万１千円

文化財保存事業補助事業費は、国及び県指定文

化財の保存修理事業に対して、補助を行ったも

のです。

その二つ下、３，９７６万９千円大友氏遺跡

土地公有化支援事業費は、大分市が実施してい

る国史跡、大友氏遺跡の土地公有化事業に対し

て、補助を行ったものです。

加藤体育保健課長 体育保健課所管分のうち、

主なものを説明します。

３３７ページをお開きください。２段目、第

８項保健体育費第１目保健体育総務費の上から

３番目、３，３７７万７，４２３円学校保健費

は、児童・生徒の健康管理と薬物乱用防止教育

等の学校保健指導に要した経費です。

３３９ページをお開きください。第２目体育

振興費の一番下、１５億９，７３３万８，６０

８円県立スポーツ施設建設事業費は、昨年６月

に開館した県立武道スポーツセンターの本体工

事等に要した経費です。

森副委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。

執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し、私から指名を受けた後、自席で起立の上、

マイクを使用し簡潔・明瞭に答弁願います。

事前通告が２名の委員から出されているので、

まず事前通告のあった委員の質疑から始めます。

猿渡委員 まず、事業別説明書の３２１ページ、

いじめ・不登校等解決支援事業費とスクールソ

ーシャルワーカー活用不登校等対策事業費をあ

わせての質問ですが、スクールソーシャルワー

カーやスクールカウンセラーはどのような資格

を持っている方か、労働条件はどうなっている

か。少なくとも、リーダー的な職員は正規化が

必要と考えますが、どうでしょうか。

もう一つは３２５ページ、特別支援教育振興

事業費、特別支援学校の医療的ケアが必要な児

童生徒に対する対応を聞きたいですが、一つ目

に、看護師の配置状況はどうなっているか、看

護師が１人配置の場合、その職員が休みの際は

どう対応しているか。

二つ目に学校行事の際の対応や通学支援の状

況はどうなっているか、御答弁ください。

簑田学校安全・安心支援課長 まず、私からス

クールカウンセラー、スクールソーシャルワー

カーについて答えます。
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スクールカウンセラーは、公認心理士、臨床

心理士、大学教授等の資格を有する者に加え、

教育相談などの経験がある者を配置しています。

勤務は、１校当たり週１日４時間、年間３５

週を基本とし、スクールカウンセラーの多くは

複数の学校を兼任しています。

スクールソーシャルワーカーは、社会福祉士、

精神保健福祉士、いずれかの資格を有する者で、

勤務は１日６時間、週当たり２日、年間４８週

を基本とし、教育委員会や拠点となる学校から

派遣する形で対応しています。

スクールカウンセラー、スクールソーシャル

ワーカーはともに会計年度任用職員になります。

これまでスクールカウンセラー、スクールソ

ーシャルワーカーともに配置拡充しており、全

ての学校をカバーする体制を敷いています。

また、他のスクールカウンセラーに指導助言

するスーパーバイザーを平成２４年度から教育

事務所管内ごとに配置し、今年度は１１名がス

ーパーバイザーとしてスクールカウンセラーの

中心的役割を担っています。

スクールソーシャルワーカーも、今年度から

本庁に２名のスクールソーシャルワーカー、ス

ーパーバイザーを配置し、体制整備を図りまし

た。

現在、国でスクールカウンセラー、スクール

ソーシャルワーカーの常勤化に向けた調査・研

究が行われており、こうした動きを注視しなが

ら、今後対応していきたいと考えています。

友成特別支援教育課長 看護師配置について説

明します。

看護師の配置にあたり、医療的ケアの行為別

必要時間数に応じて人数を算出し、看護師を配

置しています。

令和元年度の看護師配置は、分校を含め、全

特別支援学校１６校に２２名を配置し、このう

ち、看護師配置が１名の学校は１３校あり、看

護師が休みの場合は保護者に来校していただき、

医療的ケアの対応をお願いしています。

また、運動会等学校行事の対応は、児童生徒

の学習活動に影響がないよう看護師の勤務を学

校行事に合わせるなど対応しており、看護師の

対応ができない場合は保護者にお願いしていま

す。

また、校外学習は、学校とは異なる状況の中

での安全な医療的ケアの実施を考慮し、原則保

護者の付添いをお願いしています。

さらに、通学支援の状況は、児童生徒の安全

・安心を第一に、登校時、医療的ケアで使用す

る器具が全部そろっているか、また健康状態の

確認をしており、原則保護者に送迎をお願いし

ています。

猿渡委員 スクールカウンセラーのところで、

臨床心理士や大学教授等経験がある方という答

弁でしたが、これは大変な資格だと思います。

大学院を出ないといけないとか更新とかあるか

と思いますが、そこら辺をもう少し教えていた

だきたいのと、さっき言われたような勤務時間

で、月収はどの程度の金額になるか教えてくだ

さい。

それと、看護師の配置、医療的ケアの子ども

についてですが、１人配置のところが１３校で、

この看護師が休む場合は保護者が同伴、また、

保護者が同伴できない場合はお休みせざるを得

ないと耳にしています。それは教育の機会を保

障するという点でどうなのか。働いている看護

師自身も休みづらいこともあるし、看護師が休

む場合には代替の看護師を配置することが必要

かと思います。

また、通学に対しても、保護者の負担が非常

に大きいと思います。その点も今、医療的ケア

が必要な子どもが増えているので、今後に向け、

対応の充実が必要と思いますが、どうでしょう

か。

簑田学校安全・安心支援課長 まず、スクール

カウンセラーの資格の件です。

心理の専門の大学院を２年終え、公認心理士

の試験を受け、合格した場合に心理士になりま

す。特に、更新という手続はありません。

まず、報酬は、１時間の単価が４，３５０円、

今年度少し報酬の単価を上げました。

それと、時間数の多いスクールカウンセラー

は、期末手当も会計年度任用職員として対象に

なる方もいます。
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スクールカウンセラーは事情があるので、ほ

かの病院関係の業務と兼任されている方や学校

をメインにやられている方でそれぞれ時間数が

違うので、トータルの時間で報酬が異なってい

る状況です。（「いくらぐらい」と言う者あ

り）多い方で３０万円近くあると思います。

友成特別支援教育課長 まず、各地域の特別支

援学校で医療的ケアを受けることができること

を考え、日常的に医療的ケアが必要な幼児、児

童生徒が１名でも在籍していれば、看護師を配

置している状況です。

特別支援学校数における看護師配置の割合は、

九州管内でも９４％で一番高い数値です。他県

では、居住地から離れていても医療的ケアが必

要なため、看護師を配置する学校へ就学をして

いるケースも少なくありません。

また、医療的ケアを実施するため、まずは安

全・安心な医療的ケアの実施を目的に保護者と

学校が連携しながら進めています。

特別支援学校の幼児、児童生徒の医療的ケア

の方法が一人一人細かく異なっており、手技を

理解し、実施するに至るまで非常に時間を要す

ることを理解ください。

実施にあたり個別の実施マニュアル、個別の

緊急対応マニュアルを作成するとともに、安全

に実施するために、看護師が何度も保護者に仕

方を確認し、お互いに安全に進められると確認

した上で実施しており、場合によっては、その

作業が数週間になることもあります。

訪問看護ステーション等に委託する方法も考

えられますが、看護師が替わることにより、日

々の子どもの安全状態の把握や細かな手技の確

認ができず、安全な医療的ケアを実施するのが

非常に難しいと考えます。

また、地域によって幼児等に対応する訪問看

護ステーションの数に差があるのも現実です。

現状では看護師を増員して派遣することは難し

いと考え、今後も必要に応じて看護師を配置し、

学校と保護者等で連携しながら、安全な医療的

ケアを進めていきたいと考えています。

猿渡委員 大学院を出て、試験を受けてという

臨床心理士等の大変貴重な資格と経験に見合う

報酬かというと、そうではないと思います。ス

ーパーバイザーの方も正規ではないので、せめ

てスーパーバイザーと中心メンバーは正規化が

必要だと重ねて申し上げます。優秀な人材がほ

かのところに行ってしまうのではないでしょう

か。しっかりした優秀な人材に経験をいかし、

長く学校で働いていただくためにも正規化、待

遇の改善が必要だと思うので、ぜひよろしくお

願いします。

それと、看護師の配置については、他県の状

況等も分かりましたが、医療的ケアが必要でな

い障がいを持つ子どもに関しても、状況によっ

ては、行事への保護者の付添いがあるのではな

いですか。そういう点も含め、今後、改善が必

要と思いますが、もう一度、二つの点でお二人

の答弁をお願いします。

簑田学校安全・安心支援課長 中心になる方は

正規化をという話だったと思いますが、最初に

答弁したように、今、国で常勤化についての調

査・研究も行われており、その職責がどうであ

るか、常勤化した場合の職の在り方がどうであ

るかを調査・研究されているようなので、そう

した動きを見ながら、今後検討していきます。

友成特別支援教育課長 看護師は、通常、病院

で勤務する場合、いろんな事象が起きたとき、

困った場面では基本的には医師の指示を仰いで

行動していることが多くあり、学校はそういう

ことができず、看護師自身も非常に不安を持っ

て業務にあたっています。

また、現在配置している看護師の中にも、重

度の子どものケアが今まで経験がなく、医療的

ケアを実施するにあたり、十分に繰り返し練習

しながら身に付けていくことから考えると、同

じ方が継続してやっていくことが安全上、非常

に必要なことと捉えており、そのような環境を

つくっていきたいと思います。

それから、スクールバス等の利用は、器具が

一つでもないと医療的ケアは実施できないので、

登校してから一つ一つの器具があるか確認し、

その日の健康状態といったものを十分保護者と

看護師で話をし、その上で医療的ケアを実施し

ています。そういったことから今、保護者送迎
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で登下校をお願いしています。

浦野委員 事業別説明書の３２５ページ、特別

支援学校就労支援事業費について質問します。

この事業は、長期総合計画の実施状況につい

ての２６０ページ項目２４の事務事業評価は残

念ながら、一般の就労率が８．５ポイント低下

でＤ評価とありますが、個々人の生徒の希望、

生活環境、能力等の状況もあるので、一概に数

字だけで判断できない要素もたくさんあると思

います。例えば、外部の事業者や地域との関係

が変われば、もしかすると数字が変わる可能性

もあるかなと思います。

そこで、事業者や地域との協力関係も含め、

どのような課題があったと考えるか教えてくだ

さい。

友成特別支援教育課長 昨年度、高等部３年時

点で一般就労を希望した生徒が６２名おり、そ

のうち、実際に就労できた生徒は３２名でした。

このように一般就労が低下した要因は、生徒

が企業に求める労働の質や量に至っていないこ

とが考えられ、生徒の希望をかなえるため、高

等部３か年の系統的なカリキュラムの確立と組

織的な進路指導に向けた改善が必要と考えます。

また、昨年度、就労支援アドバイザーの職場

開拓により、知的障がい者の雇用の可能性のあ

る企業を７５社開拓できましたが、通勤方法等

の問題や個々の特性に応じた業務内容のマッチ

ングなどで就労に至らない事例も生じました。

早期から進路指導、マッチングの充実が必要と

考えます。

加えて、一般就労を希望する生徒の割合も平

成３０年度、令和元年度と２年連続して減少し

ていることからも、生徒本人や保護者の一般就

労への意識向上が必要と考えます。

浦野委員 状況は分かりました。もちろん学校

側、生徒側で努力して、いろいろ改善していか

なければいけない部分もあると思いますが、周

囲が変わっていかなければ、就労の質の向上は

実現できないと思います。

今回、新規開拓をし、協力してくれる事業者

が増えましたが、実際、障がい者の就労とか体

験就労を受け入れている企業の話を聞いたこと

があります。きっかけがあって障がい者の就労

に関心を持って、そこから実際に雇うまではそ

れなりの時間がかかるわけです。いろんな事例

を調べたり、準備もしなければならないし、さ

きほど一般就労の希望自体が減少しているとい

う話がありましたが、就労がうまくいった事例

が増えてくれば、自分も一般就労を目指してみ

ようという生徒も増えてくると思うので、そこ

は継続的な取組をお願いしたいと思います。

友成特別支援教育課長 １点、答弁の中でミス

がありました。実際に就労できた生徒は３２名

とお答えしましたが、３７名の間違いです。大

変申し訳ありません。

森副委員長 通告のあった委員の質疑は終わり

ましたが、通告していない委員で質疑はありま

せんか。

末宗委員 主要な施策の成果の２５５ページ、

とにかく違和感を覚えたから手をあげました。

小学校でも中学校でも高校でもいいが、学力向

上対策とあって、偏差値３４以下と出てきてい

るが、私はよく知らなかったので、この沿革を

教えてもらいたい。

さきほど偏差値３４以下といったら何点ぐら

いかなと思って調べたら、１００点満点で２２．

５点と。学力向上を目指しているのに学力低下

目標みたいなのを出してね、おかしな政策やと

思ってるんやけど。

学力向上といったら、何点以上をみんなで目

指して取ろうとか、それが当たり前の教育だが、

低いのを目指し、どこにも通らん。要するに、

私たちのときは３０点以下は欠点よね。欠点の

中の２２点ぐらいを目標にしてね、教育委員会

の沿革、文部科学省が悪いのか、大分県が悪い

のか分からないが、そこら辺りのいわれから何

から教えていただきたい。

内海義務教育課長 低学力層の割合は減少を目

指している指標で、実施している学力調査にお

いて標準が７％なので、７％以下又は６％以下

を数値目標として掲げています。（「まず、沿

革を言って」と言う者あり）

低学力層は平成２５年度においては８．７％

でした。義務教育なので、低学力層の割合を減
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らしていくのが大きな目標となっており、今、

小中合わせ６．３％まで上昇し、いい傾向にな

ってきました。

末宗委員 今の答えは義務教育課長よね。質問

の趣旨は分かっているかね。学力向上対策で欠

点を取るような点数を目標にし、それより少な

い人というのは、おかしいのではという言い方

をしたわけよ。文部科学省が言っているのか、

大分県の教育委員会が言っているのか分からな

いが、目標の立て方、根本がおかしいと思うよ。

私が質問しても、質問の趣旨も分からず答弁し

ているから、そこ辺りの教育の考え方、教育そ

のものが分かっていないと思って。

課長をされているから、先生出身だろうけど、

そういう考え方が学校の先生は常識がないと言

われる元にもなってくる。普通は学力向上とい

うと、上を目指すよ。

教育長、最高責任者だから、学力向上が下の

２２．５点を目指していいか、それをどう思う

か答えてもらいたい。

工藤教育長 今、末宗委員から偏差値３４以下

を目指すというのはどういう意味かという話で

したが、指標の立て方として数値だけをぽんと

出すので、最初の説明で私は６％を目指すと。

数字だけで整理すると、どうしてもこういう形

になり、大変な誤解を与え、申し訳ありません

でした。

学力向上になると、上はもちろんぐんぐん伸

ばしていきたいが、なかなか基礎・基本が分か

らず低迷している子どもたちもしっかりカバー

して学力を上げてあげないといけないので、ま

ず我々は下位層をできるだけ減らすことを一つ

の目標にしています。そのため偏差値という、

成績主義的に見えるかもしれませんが、分布の

状況として低い方に行く率をできるだけ下げよ

うという趣旨がこの中に入っており、底上げを

し、上も伸ばすことで、全体の学力向上を目指

していく制度です。

説明的でなく、見たときに違和感を与え申し

訳ありませんでした。趣旨としては県全体の学

力を少しでも底上げし、育ちをサポートしてい

きたいという考え方です。よろしくお願いしま

す。

末宗委員 教育長からよろしくお願いしますと、

よろしくない、困ってしまうのだが。

大体勉強は上に引きずられる。今、県がやっ

ているのは、下の目標にとどめて、これ以下に

ならないようにというのは、上の者が下の者に

引きずられる可能性が十分ある政策よ。上に目

標をつくれば、上を目指してみんな下の者が上

にいこうという意識が起こるが、そこの基本が

教育委員会の内部で──さきほどから私は文部

科学省がつくったのか、大分県の教育委員会が

つくったのかと言っても誰も答えない。国の方

針か、県の方針かも分からないが、目標はあく

までも上を目指すべきよ。下の欠点の２２．５

点を目指して教育が本当に──教育者として皆

さん方はどう思うの。少なくとも、義務教育課

長とか高校教育課長は教員の資格があるだろう

から、それが本当に生徒のためになるのか、大

分県の生徒が世界に羽ばたく、世の中に出て羽

ばたくような教育になっていくか、そこ辺をも

う一回。

内海義務教育課長 当然学力向上を目指してい

ますが、この指標のほかに全国調査の平均正答

率との比較を一つの指標にしており、両方とも

全国よりも上になっています。

今年は行われませんでしたが、全国で毎年行

われている学力調査で、常に上位に位置してい

る秋田県の状況を見ると、上位層がそんなに厚

いのではなく、下位層が薄い、つまり、平均的

に底上げされ、全国１位の成績を取っています。

秋田県と比べたとき、大分県は下位層がやや厚

めだったので、習熟度別指導等を導入し、まず

下位層の底上げを狙ってきたところです。

当然、全国でどのくらいの位置にあるか確か

めながら行っています。その結果、１０位以内

といった目標を掲げることができるところまで

学力は向上してきたと考えています。（「文部

科学省から……」と言う者あり）

中村教育改革・企画課長 学力向上に関する施

策の方向性ですが、今、大分県の取っている方

向性が文部科学省の言う方向性とそごを来して

いるのではないと考えています。



- 32 -

文部科学省で学力向上を図る際、全国だけで

なく、国際的な比較でＰＩＳＡ調査があります

が、ＰＩＳＡ調査の中で日本の直近のデータが

令和元年１２月に出ていますが、例えば、数学

や……（「偏差値３４はどっちの方針か」と言

う者あり）偏差値３４以下、低学力層を減らし

ていこうという方針は大分県の学力向上に向け

た一つの指標ですが、県の方針と理解していま

す。

米持教育次長 一つ付け加えさせてください。

平成１８年１２月に教育基本法が改定された

とき、国で義務教育はどうあるべきかの議論が

されました。このときの結論が全ての子どもを

基準以上に持っていくようにしよう、それが義

務教育の役割であると規定されました。それで

教育基本法が定められ、学力調査を全国で行う

ようになりました。つまり、子どもたちの状況

をちゃんとはかって、全ての子どもたちがこの

基準以上にいくように全国で頑張ろうというの

が全ての基本です。

だから、私たちはそれを見たとき、下位層に

いる子どもたちを徹底してなくさなければなら

ないところに着目し、今、委員御指摘のように、

上位の子どもを無視するわけでなく、方法とし

て、上位の子どもを伸ばすことで、下位の子ど

もを伸ばすことも教育にとって大事なので、両

方見ていきながら、全ての子どもを基準以上に

持っていこうというのが大きな流れです。

三浦委員 今年度、コロナウイルスの影響で学

校の先生及び子どもたちのメンタルヘルスはこ

れからもしっかり注視していただきたいと思う

し、来年度に向けても、施策を展開する点があ

れば、しっかり反映していっていただきたいと

まず申し添えます。

そういった中、コロナも現時点では県内でも

落ち着いてきていますが、まだまだ予断を許さ

ない状況です。

私はずっと野球をやっていたので、今年は全

国高等学校野球選手権大会──甲子園につなが

る大会は残念ながらできませんでしたが、県内

独自での開催ができ、とても感謝しています。

また、今、既に新チームに移行し、高体連だけ

でなく、中体連も体育保健課が関わりを持って

いる部署だと思うので尋ねたいと思います。

中体連の関係で、新型コロナウイルス感染拡

大防止ガイダンスを発表し、状況に応じては保

護者の応援もオーケーというガイダンスを９月

４日に出しています。９月５日に高体連新人戦

がスタートし、現在も行われている中、保護者

の応援は、中体連はオーケーで高体連はだめだ

と、戸惑いを感じている保護者もかなりおられ

るのが現状です。私のところにもそういう声が

寄せられています。

体育保健課として、そういった状況、夏まで

の高校３年生、中学３年生の苦しい思いをこう

いう状況の中で体育保健課はどう認識されてい

るか、あわせて私が申した高体連や中体連の今

の状況をどのように感じているか、お聞かせく

ださい。

加藤体育保健課長 御指摘のとおり、今回の夏

はコロナ禍真っただ中で関係者の尽力等により、

高校県体、そして中学校は県大会はできません

でしたが、郡市大会の開催にこぎ着けることが

できました。この大会の開催にあたり、中体連、

高体連、県教育委員会をはじめとする関係者で

万全の感染防止対策を徹底した上で開催します。

そして、今回の新人戦です。まずは、中体連に

おいて、県大会が今回できなかったので、何と

か県大会を実施したいと、中体連でさきほど御

指摘のあったガイダンスを設定し、大会の開催

にこぎ着けました。

高体連においては、今回、県大会を夏に開催

した経緯の中で、開催に向け、細心の注意を払

う労力が非常に大きかったこともあり、しかも、

新人戦の実施要綱を策定するときが第２波真っ

ただ中だったという状況の中、保護者について

は原則無観客という実施要綱を策定したと聞い

ています。

ただ、高体連では、現在の感染状況を十分考

慮した上で、各競技専門部に対し、原則無観客

から保護者等の観戦の規制緩和に向け検討を開

始すると聞いており、そのような方向性で大会

開催に向け準備しています。

三浦委員 ありがとうございます。高体連もし
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っかり保護者の方が応援できる環境づくりの整

備で、非常にありがたい答弁だったと思います。

来年度以降もどういった形にせよ、しっかり

としたある程度のガイダンスを定め、中体連、

高体連が一体的に──重なる競技も多々あると

思うので、統一性をもつことが保護者の皆さん

も分かりやすく、こういった指摘が上がらない

と思いました。

来年２月７日までが新人戦と聞いているので、

しっかり緩和され、保護者も自分の子どもたち、

そして高校の応援ができる体制づくりをぜひ引

き続き後押ししていただきたいと思います。あ

りがとうございました。

尾島委員 事業別説明書３２６ページ、施策の

成果は２７７ページ、地域の高校魅力化・特色

化推進事業についてです。

最初に、施策の成果の中で活動指標、地域に

出向いた高校生延べ人数の目標が４，６５０人

に対し、７，４６２人という実績が上がってい

ますが、これはどういうことか説明いただきた

い。

それから、成果指標で令和元年度の欠員数は

１８１人で設定されていますが、どういうこと

か、説明願います。

三浦高校教育課長 まず、地域に出向いた高校

生の延べ人数は、学校の外に出て、いろんな活

動を高校生が行った人数を全部合計したもので

す。

地域のイベントに高校生が出向き、いろんな

活動をしますが、延べ人数なので、当然同じ生

徒が２回、３回出ていることもあります。それ

を合計した人数です。

それから、欠員状況の１８１名は、中学校の

卒業生の数の減少、また、高校入試の際の私立

高校の就学支援金等の金額が安くなったところ

もあり、欠員になったものです。

尾島委員 地域の学校は選べる学校づくりとし

て、ずっと前からこうした取組をされているこ

とを大変評価したいと思います。

特に、地域の多くの方が地域の子どもたちは

地域で学び、地域で育ってほしいという思いを

持っている中、現状は説明にあったように少子

化の真っただ中で、全県一区の状況もあり、ど

うしても進学等を考え、少し上の学校を目指し

たいこともあり、地域が取り残されている状況

はなかなか脱却できないと思います。様々な取

組を行っていただいていますが、現在、こうい

った事業により、教育委員会としても定数が３

０人とか３５人という配慮をいただいています

が、現在いろんな取組をしていただいているこ

とにより、何とか踏みとどまり、定員確保に歯

止めをかけていることが実態かと思います。

そういう意味で、今後、成果の評価を見ても

Ｄとあるように、目標は高いほどいいですが、

現実とかけ離れた目標を設定することで、達成

できない事業が生まれます。やはり現状をしっ

かり分析し、非常にいい成果でありながら、評

価で見ればＤという結果になるから、頑張った

苦労も報われないと思います。

私が言いたかったのは、成果指標を見直し、

最終的には事業が評価されるような指標にすべ

きではないかと思うので、その辺の考え方があ

れば教えていただきたいと思います。

三浦高校教育課長 地域の魅力化・特色化の事

業について、各学校は生徒たちを中心に非常に

頑張っている状況です。

高校入試の定員策定は、従来どおり、全県の

中学校３年生の人数等の増減をしっかり参考に

し、状況を見て策定していきたいと思います。

森副委員長 ほかにありますか。

〔「なし」と言う者あり〕

森副委員長 事前通告が２名の委員外議員から

出されているので、事前通告のあった委員外議

員の質疑を行います。

守永委員外議員 ２点お尋ねします。

まず一つが職員の時間外勤務の縮減について、

教育委員会の給与費は資料の中にありますが、

県予算は、県教委各課と県立学校の職員以外に

県教委から関与できる部分、小中学校の職場実

態等にどれだけ関与できるかも非常に気になり

ますが、その状況、あと職員の時間外勤務の実

態把握の状況と課題をどのように捉えているか

伺います。

もう一つが発達障がいのある子どもの学び支
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援事業についてです。

決算事業別説明書の３２５ページと施策の成

果は２６１ページに合理的配慮説明会の受講者

を記載されていますが、当事者の保護者だけの

参加か、当事者に限らず、呼びかけての参加か、

その状況を教えてください。

また、医療機関との連携はどのようにされて

いるか、課題等があれば教えてください。

渡辺教育人事課長 教育総務費で事務局職員費

を計上しています。また、小学校、中学校につ

いては、県費負担教職員という制度の下にやっ

ており、小中学校費の中で教職員の人件費を計

上しています。また、高等学校費、特別支援教

育費でそれぞれ学校現場の教職員分を計上して

います。

職員の時間外勤務の実態把握の状況は、時間

外勤務手当が支給される事務職員等と時間外勤

務手当が支給されない教員等では異なっていま

す。

事務職員は、事務局同様、勤務時間管理シス

テムにより把握しています。学校現場の教員は、

全ての県立学校でタイムレコーダーにより把握

しています。

市町村立学校の教員については、市町村教育

委員会がＩＣＴの活用等により、適正な勤務時

間管理に向けた環境整備を進めています。

勤務実態の把握の課題としては、教育庁と県

立学校の事務職員等は、所属長が命令した時間

外勤務時間とシステムによるパソコンの稼働時

間に乖離が見られる点があるため、所属長によ

る事前命令、事後確認の徹底、業務量の平準化

などにより、一層の勤務時間の適正管理と長時

間労働の縮減に努めていきます。

また、現在、現場の教員は、長時間労働の実

態が見られることから、県で定めた上限方針に

定める時間外在校等時間を踏まえ、教員の意識

改革を図るともに、市町村教育委員会とも連携

し、外部人材の活用、校務分掌の見直しを積極

的に行うことなどにより、長時間労働の縮減に

取り組んでいきます。

友成特別支援教育課長 合理的配慮説明会につ

いて説明します。

合理的配慮説明会は、発達障がいのある子ど

もに対する合理的配慮の理解、啓発を目的に、

県内６か所で実施しました。参加者は、特別支

援学校を除く全ての学校に在籍する子どもの保

護者や教職員に案内を出しました。また、県教

育委員会のホームページに掲載し、広く周知し、

保護者のみならず、福祉関係の職員や発達相談

専門員など、障がいのある子どもたちに関わる

関係機関職員の参加もありました。

医療機関との連携については、昨年度、７名

の医療従事者を専門家チーム員として任命し、

障がい特性のアセスメント、子どもの特性の理

解等を目的に小中学校等へ派遣しました。

さらに、本事業ではないですが、合理的配慮

推進事業により、県内７か所で年２回、専門家

チームによる相談会を実施し、小中学校等から

の相談にも応じています。

課題としては、今後、発達障がいを含めた障

がいのある児童生徒の特性等を早期に把握する

ため、医療機関とのさらなる連携強化を図って

いきたいと思います。

守永委員外議員 時間外勤務については、給与

と直接つながりがない職場については実態の把

握がなかなか難しいのではないかというイメー

ジを持っており、給与に反映されないから、こ

の時間で打ち切っておこうといったことがある

と、なかなかつかみづらいこともあり、また今

年の場合は、コロナの影響で学校を閉鎖してい

る間が不規則的に発生した状況があるので、２

０１９年度の会計年度における実態を見たとき、

１年間の詳細把握ができたか非常に気になると

ころです。

いずれにしろ、そういった状況も配慮しなが

ら、今後、長時間職場に縛られない、もっと子

どもと向き合う時間を確保でき、同じ時間の中

でもどれぐらいのウエイトで子どもと直接接す

ることができているかという観点でもぜひ見て

ほしいと思いますが、その辺の状況把握の在り

方について何か考えがあれば教えてください。

それと、発達障がいの合理的配慮について、

特に発達障がいに限って言えば、非常に理解し

づらい部分が多々あると思います。それをケー
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ス・バイ・ケースの状況で、１００人いれば１

００人多様に症状も違うので、系統立った学び

は難しいかもしれないです。ここに３５０人の

実態があることは、１会場に平均６０人来てい

ると思いますが、さらに広げ、学校現場で先生

方もきちんと理解し、さらに保護者の方々もき

ちんと理解した上で、底上げを図られる形に持

っていけるかどうかが重要と思いますが、その

辺の今の状況を教えてください。

渡辺教育人事課長 職員の時間外労働の関係で

２点ありました。

まず、給与に反映されない職員の把握です。

給与に反映されないのは、教員は教職調整額

で時間外勤務手当の支給がないので、さきほど

申したとおり、タイムレコーダー等で今把握を

しており、国も時間外在校等時間と新たなマニ

ュアルを作り、時間外在校等時間についても、

県として上限方針を用いながら、取組を進めて

います。

また、コロナ禍での実態という話がありまし

た。４月、５月、学校が休業している部分はタ

イムレコーダーで見ても４５時間超の職員はほ

ぼいない状況になっていましたが、６月以降、

学校が開始しており、その中で４５時間超、ま

た８０時間超の時間外在校等時間を超える職員

等もタイムレコーダーで把握しながらやってい

るので、６月以降の部分で実態を把握できてい

ると考えます。

友成特別支援教育課長 合理的配慮については、

子どもたち一人一人の配慮を最終的に反映して

いくのは授業の中だと捉えており、そういった

ものを授業に反映させていくためのツールの一

つとして、個別の指導計画があり、今年度から

個別の指導計画を充実させていくため、個別の

指導計画推進員を県内に配置しました。特別支

援教育推進員が各学校を回り、個別の指導計画

の実施状況、それから授業への反映状況等を把

握し、必要に応じて助言しながら、より充実し

た支援ができるよう進めます。

堤委員外議員 まず、決算附属調書の３５ペー

ジ、地域改善対策奨学金、さきほど教育長の説

明で昨年の決算の指摘事項も入ってきましたが、

状況はそう大きく変わっていないと思います。

確かに子どもに罪はないですが、貸付け等がず

さんだったのではないかと思われます。その結

果、収入未済額が１億円を超え、当初の奨学金

の貸付けの際にいろいろある運動団体との関わ

り合いがあったかまず確認しておきます。常に

粘り強くあたっていくと言われますが、回収に

ついてどう考えているか伺います。

変形労働時間制の問題を若干聞きたいんです

が、いよいよ来年度です。市町村教育委員会と

現場の先生たちの意向等をいろいろ調査してい

ると思いますが、現状はどうかお尋ねします。

川野人権教育・部落差別解消推進課長 地域改

善対策奨学金は、大分県地域改善対策奨学金等

貸与条例により規定された要件に基づき、事務

局の書類審査を経て、厳正な審査のために設置

された大分県地域改善対策奨学金等審査委員会

において慎重に審議の上、適正に貸与者を決定

したものです。

運動団体に関しては、本奨学金が給付制から

貸与制に変わる際、制度の説明を行っています。

それに伴い、返還事務を開始する際は、県か

ら対象者へ借用証書や免除書類等を求めること

もあわせて運動団体に説明しています。

それから、収入未済金が多いという指摘です

が、この債権回収を強化してきたことにより、

収入未済額は平成２９年度以降令和元年度に至

るまで毎年減少しています。

債権回収のため、督促状や催告書の送付、電

話、自宅訪問による納付相談、納付指導に加え、

保護者から奨学生本人へ連絡先を変更するなど

の取組を行っています。

また、経済的困窮者に対し、市町村と連携し

て免除や猶予制度の活用を図っています。

今後もこのような債権管理を適切に実施する

ことにより、滞納分の回収に向け、努力してい

きます。

渡辺教育人事課長 市町村教育委員会は、この

変形労働時間制の導入等も含め、給特法の改正

について昨年市町村教育長会議、また市町村の

学校教育担当課長会議等でも制度の説明をし、

小中学校においてもＩＣＴの活用等により客観
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的に時間外在校等時間が計測できる環境整備が

進んできている状況になっており、そういった

計測等の結果についても市町村教育委員会等に

了解をもらい、県に報告を求めながら対応して

います。

また、学校現場の意向等については、今、県

立学校は全ての校長の目標管理の中で働き方改

革の項目を入れている中、学校現場の時間外の

状況等について確認しています。

また、小中学校の学校現場等については、さ

きほど言いました市町村教育委員会等と連携し

て現場の声を聞いていきます。

堤委員外議員 地域改善対策奨学金貸付金の問

題について、さきほど説明の中でも国庫補助金

の返還事務等もあるのですね。これはもう少し

説明していただきたい。

それと、昭和６１年、会計検査院に大分県は

指摘されているでしょう。問題点について、受

給条件を変えているものと不適切な事実がある

と指摘されています。さきほどの課長の話によ

ると、厳正な審査委員会で適切に審査をしたと

されているが、会計検査院はそうではないと言

っているでしょう。そこら辺のそごについてど

う感じていますか。

川野人権教育・部落差別解消推進課長 さきほ

ど言いました昭和、かなり昔のことになるので、

議員がおっしゃったところは、こちらに残って

いる書類の中で、その後、改めて県としては適

正に判断して決定していると捉えています。

国庫補助事業ですが、国庫補助は３分の２が

国、３分の１が県で事業を実施しており、それ

に基づき実施しています。

堤委員外議員 昭和６１年の会計検査院の問題

がごにょごにょという感じですが、それだけの

指摘をされたのは、現在でもちゃんと文書で残

っているわけで、別に時効とかではないから。

そのとき指摘されたのがあるにもかかわらず、

厳正に審査をしたと言われている。そのとき審

査された状況を戻せとは──それは分からない

ですよ。現在、私も分かるわけではないから。

ただ、会計検査院でそういう指摘をされたこ

とは、ある意味、ずさんな審査があったと認定

せざるを得ないわけ。そういうものに県の税金

が投入され、結局、貸付けで焦げ付きが増えて

きている状況だから、そこら辺を認識しておか

ないと、やはり今後の取立てという言葉は悪い

が、そういう徴収事務も貸与ですから、きちん

と返済してもらわないといけないから、そうい

うことにつながってこないと思います。その点

はぜひ認識を強くしていただきたい。このよう

なずさんなことは、二度とないようにしていた

だきたい。

さっきの生活環境部でもこの問題を言いまし

た。こういうことで税金を使うのは非常におか

しいので、ぜひそこら辺の認識をしていただく

よう重ねてお願いし、質問を終わります。

森副委員長 ほかに、委員外議員で質疑はあり

ませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森副委員長 なければ、本日の質疑等を踏まえ

て全体を通して、委員の方からほかに質疑はあ

りませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森副委員長 ほかに質疑もないので、これで質

疑を終わります。

それでは、これをもって教育委員会関係の審

査を終わります。

執行部の皆さんはお疲れさまでした。

これより内部協議に入りますので、委員の方

はお残りください。

〔委員外議員、教育委員会退室〕

森副委員長 これより内部協議に入ります。

さきほどの教育委員会の審査における質疑等

を踏まえ、決算審査報告書を取りまとめたいと

思いますが、特に指摘事項や来年度予算へ反映

させるべき意見・要望事項等がありましたら、

お願いします。

末宗委員 さきほど言ったが、学力向上で学力

が低いのを抑えるような政策ではなく、やはり

学力向上である以上、上を目指す方針に転換し

てもらいたい。

森副委員長 ほかにありませんか。
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〔「なし」と言う者あり〕

森副委員長 ただいま委員からいただいた御意

見、御要望及び本日の審査における質疑を踏ま

え、審査報告書案として取りまとめたいと思い

ます。

詳細については、委員長に御一任いただきた

いと思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

森副委員長 それではそのようにします。

以上で教育委員会関係の審査報告書の検討を

終わります。

以上で、本日の審査及び６日から行ってきた

部局別審査は終わりました。

この際、ほかに何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森副委員長 別にないのでここでお諮りします。

審査報告の取りまとめについては、本日まで

の委員会審査における執行部との質疑などを踏

まえ、正・副委員長協議の上、委員会審査報告

書の案を作成し、１０月２９日の委員会にてお

諮りしたいと考えていますがよろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と言う者あり〕

森副委員長 それでは、土居委員長とともに準

備を進めます。

次回の委員会は、１０月２９日木曜日の午前

１０時から、第３委員会室で開きます。

以上をもって本日の委員会を終わります。

お疲れさまでした。


